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第１章 調査団の概要 

 

1.1 調査背景経緯 

 

 ヴィエトナム社会主義共和国（以下ヴィエトナム国）は、過去 10 年間の電力量、最大

電力の平均伸び率はいづれも 13 パーセントと高い伸びを示しており、電源及び系統の新

規開発が緊急の課題となっている。また、同国は１日の電力需要の変動が大きく、夕方

18～19 時のピーク電力は、深夜のオフピーク電力の２倍以上となっている。このため、

年間の負荷率（平均負荷/最大負荷×100（％））は全国平均で 65％と他の東南アジア諸

国の 70％と比べ低い値となっている。 

 しかしながら、同国ではピーク時、オフピーク時の料金格差による需要抑制手段（DSM）

のみが進められており、ピーク供給力を向上させるための具体的な方策は取られていな

いのが現状である。 

 かかる状況下においてヴィエトナム電力公社（EVN）は、2001 年３月日本国政府に対

し、系統全体の安定性とピーク供給力の向上をはかることを目的として揚水発電所の開

発計画の策定と数地点のプレF/S実施を主な内容とした開発調査を要請し、2002年1月、

プロジェクト形成基礎調査団が派遣され、ヴィエトナム側と協議を行った。 

 

（１） プロジェクト形成基礎調査確認事項 

１） 要請書の内容から、当初日本側は９４億トンもの膨大な貯水容量を有するホアビ

ン発電所が存在するにもかかわらず、揚水発電所の投入を計画するヴィエトナム側の

意図を疑問視していた。そのため、プロジェクト形成基礎調査ではホアビン発電所の

運用方法に関する情報収集と意見交換が大きなテーマとなった。    

   調査の結果、洪水対策を最優先する貯水池の運用がホアビン貯水池の調整能力を奪

っており（雨期の河川流入量が発電の使用水量と無効放流量の和を上回っている状

況）本来持っているはずのピーク需要に対する調整能力を発揮できないことが判明し

た。 

   また、ピーク対応に関し、今後の電力需要の増加、日負荷曲線予測とホアビン発電

所の運用の現状から見ると、将来のピーク調整能力を系統全体の経済性を考慮して検

討すべきであり、ピーク需要に対する調整能力の強化が必要であることを確認した。 

 

２） 揚水発電所の必要性について、我が国の経験や周辺国の例から見て、一定の設備出

力（１０００万 KW 程度）を越えた時点で、10~15％の揚水比率を持つことが、系統全

体の安定性、経済性から有利であると考えられる。上記のヴィエトナム国電力需給の

事情に鑑みつつこの視点からヴィエトナムの電力設備計画を見ると、２０１０年以降
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には揚水発電を投入することが有利であると考えられた。 

３） ヴィエトナム側が２０１３年に投入を計画しているソンラ発電所に関し、同発電所

はホアビン発電所の上流に設けられるため、その投入によりホアビン発電所の調整能

力の回復が一定程度は可能となる。したがって、この場合にはホアビン発電所の増強

と揚水発電所の組み合わせにより、ピーク需要に対応できる可能性も否定できない。

こうした点については、本格調査を実施する場合には、揚水発電の計画ばかりでなく

その他のピーク調整能力強化の方策についてあわせて検討すべきであると判断され

たため、調査団側からヴィエトナム側に対し実施が見込まれる本件本格調査名を「ピ

ーク対応型電源最適化計画調査」とすることを提案し、調査名およびその検討の方向

性についてともに合意を得ることができた。 

 

1.2 相手国政府機関が提出した正式要請書の概要 

 

☆Stage1 予備調査段階 

（１）資料収集とその解析 

現在の電力需要と将来の予測、電源開発計画、各電源（水力、火力等）ごとの建

設単価と維持管理費用、地形図などの情報収集とその解析 

（２）サイトの選定 

既存の地形図（1/50000）と地質、環境調査により２～３箇所のサイトを選定す

る。 

☆Stage2 プレ F/S の実施（現地踏査と概略設計） 

Stage1 により選定されたサイトについて地質調査、社会、自然環境調査、概略設

計と経済性の評価により各サイトの優先順位づけを実施する。 

☆ Stage3 マスタープラン作成段階 

   系統全体のコスト削減および安定度の向上を目的とした以下の調査を行う。 

（１）将来の電力需給バランスをシミュレーションし、揚水発電の投入時期 

   検討を行う。 

（２）ﾌﾟﾚ F/S の結果発生した問題点の抽出 

（３）揚水発電の投入を考慮にいれた電源開発計画の作成と投資計画に係る提言 

 

1.3 調査の目的 

 

本件予備調査においては、C/P である EVN をはじめとする相手国政府機関との協議によ

って本格調査の実施方針および範囲、実施方法等を具体化し右内容に関し双方が合意した

場合にはＳ／Ｗの締結を行う。 
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1.4 派遣期間：２００２年７月８日～７月１８日 

日順 月日  行程 宿泊地 

1 7 月 8 日（月） 午前 

 

午後 

出国（成田 JL731/10:00→13:30 香港 CX791/14:55→ハ

ノイ 15:45） 

団内打合せ 

ハノイ 

2 7 月 9 日（火） 午前 

午後 

JICA 事務所との打合せ、大使館表敬 

EVN、関係省訪問 

ハノイ 

3 7 月 10 日（水） 全日 EVN との協議 ハノイ 

4 7 月 11 日（木） 午前 

午後 

EVN との協議 

移動（ハノイ VN225/14:30→ホーチミン 16:30） 

団内打合せ 

ホーチミン 

5 7 月 12 日（金） 全日 

 

ホーチミン PC（配電公社）との打合せおよび需要地視

察 

ホーチミン 

6 7 月 13 日（土） 全日 資料整理 ホーチミン 

7 

 

7 月 14 日（日） 午前 

午後 

移動（ホーチミン VN900/7:30→ ハノイ 9:30） 

団内打合せ（ミニッツ案について） 

ハノイ 

 

8 7 月 15 日（月） 全日 EVN との協議 

S/W、ミニッツ案最終確認 

ハノイ 

9 

 

7 月 16 日（火） 午前 

午後 

S/W、ミニッツ署名・交換 

大使館、関係省報告および JICA 事務所報告・打合せ 

ハノイ 

10 7 月 17 日（水） 全日 移動（ハノイ CX790/11:00→13:55 香港 15:25→成田

20:25）*官団員のみ、コンサルタント団員は引き続き

ハノイにてデータ収集、整理等 

ハノイ 

*コンサル

タント団員 

11 7 月 18 日（木） 全日 移動（ハノイ CX790/11:00→13:55 香港 15:25→成田

20:25）*コンサルタント団員 

 

 

1.4 団員構成 

 

 （１）蔵方 宏（団長） ：JICA 鉱工業開発調査部資源開発調査課課長 

 （２）足立隼夫（電力技術協力） ：経済産業省 

 （３）山田史子（調査企画） ：JICA 鉱工業開発調査部資源開発調査課 

 （４）大嶋一成（電源開発計画/系統計画）：コンサルタント団員 

 （５）中沢信之（環境） ：コンサルタント団員 

 （６）永井 蘭（通訳） ：（財）日本国際協力センター 
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1.5 訪問機関及び調査事項 

 

（１） ヴィエトナム電力公社（ＥＶＮ） 

   ヴィエトナム政府 100％出資による国営企業として電力事業を実施。 

 

（２）計画投資省（ＭＰＩ） 

 世銀、JBIC、JICA、ADB などの援助機関とヴィエトナム政府の窓口として政府予算

のうち ODA 関連資金を含む予算の配分を行う。 

 

（３）科学技術環境省（MOSTE） 

   環境影響評価に関する審査（EIA）を所掌。 

 

（４）農業地域開発省（MARD） 

   水資源法に基づいて水資源管理の責任機関として全水資源関連事業を所掌。 

１９９９年以降水力発電を含む全水利用計画は国家水資源評議会の承認が必要とな

っているが、同委員会の常任委員会の開催も同省が行っている。 

 

（５）工業省 (ＭＯＩ） 

 EVN の上部機関。電力分野の監督官庁。 
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第２章 協議の内容 

 



第２章 協議の内容 

 

2.1 対処方針 

 

（1）第 5次電力開発計画との整合性 

 2001 年 6 月末に首相承認された電力開発計画ならびに、この計画の基になっている

IE の調査結果についても、今後の調査に当っては十分留意の上進める必要があること

を EVN との間で確認する。 

 

（2）ピーク需要対応電源の調査 

   ヴィエトナム側は揚水発電所の開発計画の策定を要請してきているが、当方として

は揚水を含めた他の電源（水力、ガスタービン、旧式火力等）についても、そのピー

クへの対応を調査することとしているので、この点をさらに先方と協議の上確認する。 

 

（3）対象揚水地点の範囲について 

 先方は、既に全国の揚水地点素材の調査を行い、優先的に１２地点を先行調査する

ことを考えている。当方としては、先方の選定基準（需要地との距離、適用落差、出

力規模、既存下部池の利用等）を再度検討し、必要であれば、本格調査の中で揚水地

点素材の見直しを行うものとする。 

 

（4）地形図の入手について 

 地点素材の見直しの場合、揚水発電所地点調査にあたってはヴィエトナム全土、特

に山岳部の５万分の１の地図による検討が必要である。しかしヴィエトナムでは地図

の入手には許可が必要であるので、予め手続を進めておく必要がある。この点に関し、

改めて先方に確認の上、開発調査上障害とならないことを確認する。 

 

（5）計画案の比較検討に使用するプログラム 

 電源開発計画において最適電源構成を策定するために、需給運用シュミレーション

プログラムが必要となる。同プログラムに関しては、現有のプログラム、先方の設備、

能力等現状確認を行い、本格調査においての対応を検討する。 

 

（6）揚水発電所に関する技術支援について 

 ヴィエトナムでは、揚水発電所建設の実績がないので、本格調査実施後にヴィエト

ナム側が調査を実施する際に必要となる基礎的な技術の支援についても考慮してい

く必要がある。 
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（7）環境配慮 

 水力発電プロジェクトによる影響は、自然環境及び社会環境の様々な面に及ぶ。中

でも近年最も重視されている要因のひとつに住民移転があげられる。 

 ヤリ水力発電所プロジェクト（1992）以降、すべての水力発電プロジェクトにおい

て EIA が実施され、PECC1 の担当者もヤリプロジェクトで移転住民のために造成した

ニュービレッジを是非見て欲しいとのことであり、またヴィエトナム国政府は住民移

転等において強権発動を行うことはなく、地方政府が窓口となって話し合いが辛抱強

く行なわれること、少数民族についてもかなり配慮されていること等の情報が得られ

ており、深刻な環境問題が発生している可能性は低いと考えられる。 

 しかしながら、Hoa Binh ダムのように 1979 年に工事着工したような古いダムでは

EIA が実施されておらず、プロジェクト形成調査時の現地踏査でも移転住民が十分な

恩恵を受けていないことが分かっており、今後の調査では以下の点に留意して調査を

進めることが必要である旨を先方に対し確認しておく。 

 

1）既存水力発電プロジェクトにおける環境配慮実施状況の確認 

2）モニタリングシステムの確認 

3）EIA 作成・審査手続きの詳細確認 

4）関係省としての MARD の重視 

 

2.2 協議の概要 

 

（１） S/W および M/M へのヴィエトナム側署名者 

 投資計画省および工業省との協議の中で、先方より「witness 」として、署名した

いとの申し出があったので、これに合意し、「witness」を加え 4 者による署名交換と

なった。 

 

（２） 今回の調査はヴィエトナム側が行った 2020 年までのマスタープランに基づき実施

することを双方で確認したが、最新の需要動向等については可能な限り取り入れる方

向で調査を進めることとした。また、ヴィエトナム側はこうしたデータを調査のタイ

ミングを考慮し、迅速に提供することを約束している。 

 

（３） 調査工程について、次のステージへの調査をスムーズに移行させるため、雨季を避

けるという意味から2ヶ月程度短縮して欲しいとの要望がヴィエトナムから出された。

これに対し調査団はデータ収集段階と揚水地点の現地調査を統合し、全体工程を 2ヶ

月短縮し全体で約 20 ヶ月とすることで合意した。 
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（４） 揚水地点のサイト選定基準については、本格調査開始後決定されることになるが、

対象のサイトについては、先方がすでに実施している地点に、調査団が独自に有望な

地点を数ヶ所加える形で実施することとした 

 

（５） Undertaking については技術協力協定に基づき説明したため、基本的に問題は発生

しなかった。ただし、先方より、事務室については EVN での確保は難しいが、ハノイ

の関連組織内に準備するとの申し出でがあったので、この点をM/Mに記述した。また、

今回の調査では使用する予定がないため M/M では言及していないが、ヴィエトナム側

より航空写真の入手については非常に難しいとの指摘があった。 

 

（６） カウンターパート研修について、先方より、より多くの技術者の研修を希望する旨

の申し出があったが、調査団より昨今の予算縮減の現状を説明し、調査期間中に 1名

は受け入れるが、それ以上は困難であることを説明し、先方の理解を得た。 

 

（７） また先方より報告書のヴィエトナム語への翻訳の要望が出されたが、これについて

は、予算上困難であることを説明し、必要があればヴィエトナム側が自己の責任で行

うべき事項であることを確認した。 

 

（８） 調査期間中において関連機関への情報提供の意味をかねて、3回のワークショップ

を開催することとした。ワークショップは EVN が主催することとし、調査報告等のプ

レゼンテーションは本格調査団が行うこととした。また経費については、直接経費（会

場借り上げ経費、テキスト代、通訳等）は JICA が負担し、その他の間接経費（参加

者の日当、宿泊費等）とテキストの翻訳経費はヴィエトナム側が負担すべき事項とし

て M/M に整理した。 

 

2.3 協議概要（技術的見地） 

 

（１） プロ確認調査団が協議を行ったように、本件開発調査は、揚水発電所の開発計画を

含むピーク対応電源全体について、電力システムへの影響を将来に亘って解析、電源

開発計画策定への方向性を見出そうとするものである。また、ピーク時供給として想

定される、揚水発電、既設及び計画のすべての電源を対象とする。これらの電源構成

を最適化するために、現在政府が決定している長期電源開発計画が目指す 2020 年を

一応の目標として検討を行うものであるが、時々刻々変わる需要想定の変化は、これ

を可能な限り織り込んで調査を行うと言う点で両者は合意した。 

しかし、2020 年までを有効な検討の範囲とするが、計算上、固定費の処理など、更
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にこの期間を長くする必要がある場合は、計算対象の年限を更に延長して検討するこ

とも考慮しているものである。 

 

（２） 揚水発電所の候補地点については、既に先方が優先的に開発すべきとしている 12

ヵ地点に限定するものではない、との点で両者は合意した。これは、先方の考えてい

る計画上の前提条件、例えば、需要地との距離、適用落差の技術的限界、現在４時間

と想定している発電継続時間、下部池として既設貯水池利用の重視、など諸条件を見

直した上で、必要に応じ他の地点素材についても、本格調査団独自の発掘作業を実施

することを意味する。この場合は、先方より本格調査団が必要とする既存５万分の一

地形図を、先方が準備することで合意している。 

 

（３） 全体の本件開発調査の期間について協議が行われ、最終的に、17 ヶ月とすること

で合意した。これは、先方が本件開発調査の結果を待って、次段階調査の現地調査工

事を行うに際して、季節的な面をも考慮したもので、2004 年 3 月を以て、ドラフト報

告書が提出、確認されることと、結果的に一致しているものである。このため、2002

年度の調査の中に、必要な揚水地点発掘並びに現地踏査を含む検討がなされることを

想定しているものである。 

 

（４） 本件開発調査はマスタープラン調査であり、揚水地点の検討はすべて５万分の一地

形図を基礎としており、特別な現地調査工事、例えば、航空写真図化、現地測量工事、

地質調査工事は、行わないことで先方も合意している。従って、揚水地点の検討に活

かされるべき現地調査は、限られた現地踏査のみであり、この踏査が重要な意味を持

っている。 

 この現地踏査に当たっては、必要な分野の専門技術者の参加が必要で、例えば、水

力計画分野のみならず、必要な地形、地質、水文、社会環境、自然環境、水力電気、

関連送電線などの分野を含んだ総合的な専門技術者のグループを想定し、特に、地形

等については、ダムサイトの地形や周辺の地形を効率的に把握するために、ＧＰＳ、

高度計、距離計などを装備した技術的に高度なグループを想定している。 

 

（５） 電力システムの長期的な最適化を行うために、コンピューター用のプログラムが使

用されることを想定されている。これは、電源構成の系統経費最適化を行う電源系統

運用のためのシミュレーション・プログラムと、これによって想定された送電系統の

信頼度並びに安定度を確認するプログラムによって検討されるものと考えている。こ

のとき使用されるプログラムについては、世界的に広く用いられている既存のプログ

ラムか、またはそれと同等のプログラムを使用すべきとの点で両者は一致している。 
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 ＥＶＮのＩＥは、現在ＷＡＳＰ４を装備しており、これを有効に活用するか、他の

プログラムによる結果をこれで照合するなど、開発調査終了後も、先方が独自にこれ

を運用できるよう、技術移転を行うことが必要と考えている。 

 

（６） その他、技術移転のためのワークショップが前後３回予定されており、ＥＶＮが主

宰し、本格調査団が技術的なプレゼンテーションなどによりこれを補助することを想

定している。同じく、技術移転のためのカウンターパートの日本に於ける研修につい

ては、技術的各分野に亘って日本へ派遣されるべき、との先方の要望に対して、少な

くとも１名の受け入れは可能である、と回答している。 

 本格調査団のためのハノイに於ける事務所は、通信機器など最低限の設備を含んで、

先方が準備することで合意している。 

 

2.4 調査団所感 

 

（１） 今回の協議は、調査全体の流れをフローチャートで説明し、全体の理解を得た上 

で、具体的な調査項目について意見交換したため、共通にイメージに基づいた非常に

スムーズな意見交換となった。また Undertaking についても MPI で技術協力協定にも

とづく事項については、基本的に問題のないことを確認した上で、協議を進めること

が出来たので重大な問題は発生しなかった。ヴィエトナム側関係者も相当に開発調査

のスキームに慣れてきているという印象を受けた。 

 

（２） 調査内容に関する協議中では、先方の技術能力の高さと技術移転に対する積極的

な期待の大きさを感じることが出来た。特に先方はヴィエトナムにおいて初めての揚

水発電所の開発と関連する技術の移転を強く希望しており、調査終了後も彼らが独自

でシュミレーションが出来るシステムの提供とノウハウの移転がきわめて重要であ

ると感じた。 
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第３章 ヴィエトナム国の電力事情 

 

3.1 最近の電力事情 

 

 ヴィエトナムは、約 33 万平方ｋｍの国土に 77 百万人（1998 年）の人口を有する。1998

年時点のＧＤＰ総額は、272 億ドル、一人当たり 353 ドルの経済状態。都市人口の集中

度は、最大が南部のホーチミン 392 万人（1989 年）、北部のハノイ 306 万人、北部沿岸

ハイフォンの 145 万人、中部ダナンの 37 万人、メコンデルタのカントー28 万人等であ

る。 

 1998 年における電力の最大需要は 3,875ＭＷに達し、前年 97 年の最大値 3,582ＭＷに

対して年率 13.1％の伸び率となっている。これに伴う年間発生電力量は 21,654ＧＷｈで

ある。これに対する供給力は、ホアビンの 1,920ＭＷを主体とする水力が 6 カ所 2,854

ＭＷ（小水力 50ＭＷを含む）、ファライの 440ＭＷ等火力が 5カ所 1,098ＭＷ、バリアの

271ＭＷ、フーミー2－1 の 288ＭＷ（バリアの複合化 56ＭＷが最近完成）等ガスタービ

ンが 4カ所 818ＭＷ、その他ディーゼルが全国で 397ＭＷ、合計 5,167ＭＷとなっている。  

 

（１） 電源開発計画に基づき、全国の総設備容量は 5,680ＭＷ（北 2,673ＭＷ、中 268Ｍ

Ｗ、南 2,739ＭＷ）と報告しているが、最近運転を開始した設備を入れると、現時点

において、8,749ＭＷが設備として稼働している。 

   最近運転開始した電源は、中部のヤリ水力 729ＭＷ（2002 年 4 月）、南のフーミー1

天然ガス火力 1,090ＭＷ（2002 年）、北のファライ第２石炭火力 600ＭＷ（20002 年）、

南のハムトワン水力 300ＭＷ（2001 年 10 月）、ダミ水力 175ＭＷ（2001 年 10 月）な

どである。 

 

（２） 設備出力 8,749ＭＷに対して、2002 年 6 月時点の最大需要電力は、6,257ＭＷ（北

2,645ＭＷ、中 739ＭＷ、南 2,873ＭＷ）となり、昨年同時期に比べて 20％以上の伸び

を示した。設備としての予備力は 30％近くに達しているが、実際にはホアビンなどの

多目的ダムの水力の有効出力が小さいので、供給力として、極めてマージナルな状態

に達しており、需要抑制なども含めて厳しい計画停電が実施されていろ可能性が高い。 

 

（３） 現在準備中の電源は、最近着工した中央高原のセサン第 3水力 360ＭＷで、機器等

ロシアの支援を受けることで、2006 年にも運転開始予定である。北の紅河支流のナハ

ン（旧名ダイチ）水力 342ＭＷが準備工事に着工し、2006 年にも第 1 号機を運転開始

の予定。これは洪水調節を含む多目的ダムで、ダム自体はＭＡＲＤによって推進され

ている。 

- 23 - 



 南部の天然ガスを主体としたフーミーは、フーミー第 1 火力 1,090ＭＷが円借款の

支援を受けて完成しているが、続いて、フーミー第 2―1火力 565ＭＷは、ＥＶＮの手

によって完成に近く、フーミー第 2－2 火力 720ＭＷは、ＥＤＦや東京電力などのＩＰ

Ｐとして 2004 年に運転開始の見込んでいる。フーミー第 3,720ＭＷもＢＰと九州電力

などによるＩＰＰとして、同じく 2004 年にも運転開始の見込み、フーミー第４火力

450ＭＷは、ＥＶＮによって、2003 年から 4 年にかけて、それぞれ運転開始の見込み

である。 

 

（４） 計画中または準備が進んでいるものの、中で主たるものは、石炭公社のＩＰＰによ

る北のナディン石炭火力 100ＭＷが 2004 年運転開始予定。中部のバンマイ水力 300Ｍ

Ｗは、ＰＥＣＣ1の手によってＦＳが進行中であり、2008 年に運転開始予定。 

 北のカウワ石炭火力 300ＭＷはＦＳ実施中で、2005 年運転開始の予定。ウオンビ石

炭火力増設は現在詳細設計中。南のオモン重油火力 600ＭＷ（300ＭＷは円借款想定）

については、将来の天然ガスへの変換を視野に入れながら 2005 年から 6 年の運転開

始を予定している。 

 

（５） 北のソンラ水力は、出力規模を 3,600ＭＷから 2,400ＭＷに縮小して（水没約 6万

人）、2012 年から 16 年にかけて運転開始することを想定している。このソンラの計画

変更で、上流のライチュに 600ＭＷ、下流にウエイクワ水力 460ＭＷが、新たに浮か

び上がってきている。 

 

（６） フーミーなどに続く長期的な視野で、ニョンチャック天然ガス火力 1,200ＭＷ、メ

コンデルタ先端までガスパイプラインを敷設して、カマウに 720ＭＷのＣＣ/ＧＴの運

転開始を 2005 年に期待している。 

 南部沿岸の原子力は 1,000ＭＷで 2017 年、揚水発電所の最初の投入は、約 1,000Ｍ

Ｗを 2010 年に予定している。場合によっては、インドネシアなどの輸入石炭も考え

ているようである。50 万ボルト南北連携送電線は、現在通常 400ＭＷ、緊急時 800Ｍ

Ｗの南北融通が可能であるが、着々と増設工事や計画が進んでおり、2010 年には通常

1,000ＭＷの融通が可能となるよう、準備を進めている。 

 

（７） 最近の電力事情 

 全国の電力事情については、エネルギー研究所（ＩＥ）のヒエン所長から、最新の

1998 年の記録を含めてその概要について情報を収集した。 

 1998 年における電力の最大需要は 3,875ＭＷに達し、前年 97 年の最大値 3,582ＭＷ

に対して年率 13.1％の伸び率となっている。これに伴う年間発生電力量は 21,654Ｇ
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Ｗｈである。これに対する供給力は、ホアビンの 1,920ＭＷを主体とする水力が 6 カ

所2,854ＭＷ（小水力50ＭＷを含む）、ファライの440ＭＷ等火力が５カ所1,098ＭＷ、

バリアの 271ＭＷ、フーミー2－1 の 266ＭＷ（バリアの複合化 56ＭＷが最近完成）等

ガスタービンが 4カ所 818ＭＷ、その他ディーゼルが全国で 397ＭＷ、合計 5,167ＭＷ

となっている。 

 

 需給の将来計画については、1994 年に実施されたＪＩＣＡのマスタープランの基礎の

上に最近の経済情勢を考慮して修正を加えた上、2020 年までを目標に策定中であるが、

現時点においては、基準値として 2010 年における最大電力を 12,700ＭＷ（95 年より平

均年率 10.9％）、必要発生電力量を 75,800ＧＷｈ（平均年率 11.6％）としている。 

 これに対応するための供給力として準備中の主たるものは、水力で、中部のヤリ 720

ＭＷ（2000 年運開予定）、北部のソンラ 2,400ＭＷ～3,600ＭＷ（2010 年）、南部のハム

トアン-ダミ 475ＭＷ（20001 年）、南のダイニン 300ＭＷ（2003 年）、南のドンナイ 500

ＭＷ（2008 年、ＪＩＣＡで開発調査実施中）、北のダイティ 300ＭＷ（2008 年程度、Ｆ

ＳをＪＩＣＡに要請中）。 

 火力で、南のフーミー増設（ガスと複合型含む）3,350ＭＷ、南のオモン（重油又はガ

ス）600ＭＷ、北のファライ 2（石炭）600ＭＷ、等が視野に入っている。 

 

チアン貯水池 

 チアン貯水池は、ホーチミン市の東北約 70ｋｍの、ドンナイ川下流、流域面積にして

15,400 平方ｋｍの位置に、最大高さ約 70ｍの均一型アースフィルダムを建設し、常時満

水位 62ｍ、低水位 50ｍにて、総貯水容量 27.6 億トン、有効容量約 25 億トンを確保して、

ダム直下に、100ＭＷ機 4 台、合計出力 400ＭＷを、最大落差 62ｍ、単機最大使用水量毎

秒 220 トンで得るものである。 

 ロシアの支援にて、1984 年着工、1987 年 10 月末に 1 号機が運転開始、1989 年に全 4

機が完成したものである。発電以外の目的は、ドンナイ川下流の塩害を防ぐため毎秒 60

トンの放流を義務付けている。平均年の総流入量は約 150 億トンで、これに比べて有効

容量約 28 億トンはやや少なく、完全な季節調整は不可能で、雨期の約 4ヶ月はピーク調

整の能力を失っている。 

 調査当日、雨期の始まりである 7月 13 日は、水位がかなり低下して、低水位上約 1ｍ、

即ち 53ｍで、渇水の状況である。周辺には高い山が無く、チアン貯水池を下部池とする

揚水発電所のポテンシャルはない。 
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3.2 電力セクターを取り巻く現状 

 

（１）電力需給の現況 

 １）供給能力の現状 

 ヴィエトナム国内外における種々の分析･検討結果によれば、現在、ヴィエトナム

における地域別発電設備容量は、北部で約 3,300MW、 中南部で約 5,400MW、 計約

8,750MW である。一方、地域別系統容量は、北部で約 6,000MVA、 中南部で約 2,000MVA

の計約 8,000MVA である。 

 ハノイ市北西部のホア･ビン発電所（ダム式）からハノイ市を経由して南部のホー

チミン市まで、総延長約 1,500km を南北に縦貫する南北連携系統幹線は、500kV の電

圧と公称送電容量 800MVA（有効容量 400MVA）をもって、同国内の南北間電力融通を

担っている。関連する変電所は4ヶ所に設置されており、その容量は、ホア・ビン 450MW

×2 基、 Plei Ku 450MW×1 基、 Da Nang 450MW×1 基、 Sai Gon 450MW×3 基である。 

 JBIC 等の支援により、中部地域のザライ省(ダナン指定市の南)Plei Ku－ドンナイ

省（ホーチミン市東隣）Phuong Lam 間に建設中の第二幹線(事業費 1 億ドル、 延長

60km)は、2002 年 7 月現在、一期工事分（送電鉄塔の基礎工事）が完了し、2003 年に

は完成の予定である。2005 年には Plei Ku－Da Nang 間が、また 2010 年までにはダナ

ン市－ハノイ市ルートも建設される予定である。 

 

 ２）電力消費の現状 

 予備調査時の現地での聴き取り調査によれば、2002 年 6 月時点での地域別ピーク需

要は北部 2,645MW、 中部 739MW、 南部 2,873MW の計 6,257MW に達し、その発電量合

計は昨年同期の 17%増となっている。最大ピーク需要の発生は地域によらず毎日 17

時前後であるが、オフ･ピークは各地域のロード･ファクターの違いにより、地域毎に

発生時間は若干異なる。年間の最大ピーク需要は、全国を通じて乾季に発生している。 

一方で、地域別電力消費量を 2000 年実績で見ると、北部約 9,040GWh／年（うち、

ハノイ配電会社管内で約 26%の 2,313GWh／年を消費）、 中部約約 2,220GWh／年、 南

部約 11,240GWh／年（うち、ホーチミン配電会社管内だけで約 50%の 5,620GWh／年を

消費）の計約 22,500GWh／年に達し、全国電力消費量のほぼ半分が南部地域で消費さ

れている。（表－3.1 参照） 
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表-3.1 配電会社別需要家別電力消費量(2000 年実績) 

需要家種別電力消費量 (GWh/年) 
配 電 会 社 

世 帯 産 業 商 業 農 業 その他 

配電会社計

(GWh/年) 

PC Hanoi 1,199.68 641.09 200.21 71.41 200.85 2,313.24 

PC Hai Phong 324.39 444.13 21.18 10.43 30.99 831.12 

北 

 

部 PC1 3,342.30 2,070.28 61.36 266.30 154.89 5,895.13 

PC HCM 2,222.81 2,669.08 534.61 30.73 159.37 5,616.60 

PC Dong Nai 320.71 874.79 8.86 7.60 30.30 1,242.26 

南 

 

部 PC2 2,216.49 1,602.40 103.75 266.30 193.91 4,382.85 

中

部 
PC3 1,304.29 664.91 157.38 53.17 39.80 2,219.55 

需要家種別計 10,930.67 8,966.68 1,087.35 6.06 810.11 22,500.75 

出典： ｢Implementation Report for the Year 2000, Orientation and Target Plan 

for the year 2001; EVN Jan. 2001)｣ －  IE での聴き取り調査結果 

ここで、留意すべき点は、ヴィエトナムにおいては、一般に負荷変動に与える影響が

大きいオフィス需要（動力以外の電灯、 空調等の需要）が世帯需要に分類されている

事である。 

 

（１） 設備予備率の現況 

   今回調査時点における、最大ピーク需要を基準とした設備予備率は約 40%となり、現

状では充分な予備率が確保されているかの様に見える。しかし、全体設備容量の約半分

（47%、 2002 年 7 月時点）を多目的貯水池の水力発電に依存している事から、洪水期

には洪水調節を優先する従属発電とせざるを得ない。さらには、石炭火力を中心とする

発電設備の施設老朽化に伴い発電効率が低下していることが予想され、現に、今回調査

で PC2 に対して行った聴き取りでも、昨年ほどの頻度ではないが、EVN の指示により計

画停電を実施した事実が判明している。この事実からも、ヴィエトナムにおける電力需

給バランスの現状は決して楽観視出来るものではなく、逼迫した状況にあると言える。 

 現状の地域別発電容量は、前述の様に、北部で約 3,300MW、 中南部で約 5,400MW、 計

約8,750MWである。既設500kV系統幹線の送電容量は公称800MVA（常時有効容量400MVA）

である事から、2010 年までには送電ロス率を現状の約 15%よりも低めの 10%に低下させ

る事が達成できると仮定しても、系統幹線で負担できる負荷は現行発電容量の 9%程度

にしか達しない事となり、有効容量で評価するならば、負担可能率はさらにこの半分に

まで低下する事になる。 
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3.3 電力セクターの構成と運用 

 

 工業省（ＭＯＩ）の下、ヴィエトナム電力公社（ＥＶＮ）が全国の発電・送変電を担

当している。このＥＶＮの下部機構として地域別配電会社 7 社（ＰＣ1、ＰＣ2、ＰＣ3、

HanoiＰＣ、ＨＣＭＰＣ、HaiPhongＰＣ、DonNaiＰＣ）があり、ＥＶＮが電力を各配電会

社に卸売りを行い、各配電会社が該当地域の配電を担当している。これらは、独立採算

性を謳っているが、その内容については明確でない。ハノイ、ハイフォンを中心とする

北部と、ホーチミンを中心とする南部が需要の核であり、電源は、水力・石炭火力を主

軸とした北部、ガス火力を主体とした南部を繋ぐために、1994 年に 50 万ボルト送電線

（1,200ｋｍ、400ＭＷ容量）を完成させている。 

 ＥＶＮの運用に関して、重要事項について政府の承認を必要とすることから、ＥＶＮ

の運営が非効率である、との意見もある。ＰＣも含めたＥＶＮの権限、内部規定、財務

等の透明化が課題である。 

 

3.4 今後の電源開発計画 

 

 需給の将来計画については、1994 年に実施されたＪＩＣＡのマスタープランの基礎の

上に最近の経済情勢を考慮して修正を加えた上、2020 年までを目標に策定中であるが、

現時点においては、基準値として 2010 年における最大電力を 12,700ＭＷ（1995 年より

平均年率 10.9％）、必要発生電力量を 75,800ＧＷｈ（平均年率 11.6％）としている。 

 これに対応するための供給力として準備中の主たるものは、水力で、中部のヤリ 720

ＭＷ（2000 年運開）、北部のソンラ 2,400ＭＷ～3,600ＭＷ（2010 年）、南部のハムトア

ン-ダミ 475ＭＷ（2001 年）、南のダイニン 300ＭＷ（2003 年）、南のドンナイ 500ＭＷ（2008

年、ＪＩＣＡで開発調査実施中）、北のダイティ 300ＭＷ（2008 年程度、ＦＳをＪＩＣＡ

に要請中）、火力で、南のフーミー増設（ガスと複合型含む）3,350ＭＷ、南のオモン（重

油又はガス）600ＭＷ、北のファライ 2（石炭）600ＭＷ、等が視野に入っている。 

最近の情報では、南部メコンデルタのカントー市に 600ＭＷの重油火力を建設して、

一部カンボディアのプノンペンに送電する計画が進行中である。 

 

3.5 将来予想 

 

（１） 需要の見通し 

 EVN の付属機関であるエネルギー研究所（IE: Institute of Energy）によれば、西

暦 2020 年のヴィエトナムにおける地域別電力需要ピーク負荷は、北部で約 12,000MW、

中南部で約 20,000MW 程度と想定されている。また、同年における想定負荷変動率は、
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北部で約 15%(1,500MVA 相当)及び中南部では 5%(1,000MVA 相当)超とされている。 

 

（２）供給力増強計画 

 エネルギー研究所（IE）による発電施設増強計画（改訂電力開発マスタープラン）は、

表－3.2 に示す様である。これによれば、2005 年までに約 3,820MW 及び 2006 年以降約

6,160MW の、計約 10,000MW の新･増設施設の運用開始が計画されている。 

 一方、2010 年には系統幹線が全線複線化され、北部地域の南端 Ha Tinh 市に建設中

の新規中継変電所及び既設変電所の増設と併せて、送電有効容量は 1,000MVA と現行有

効容量 400MVA の 2.5 倍にまで増強される見込みである。しかしながら、2020 年の想定

負荷変動率（北部で 1,500MVA 相当及び中南部で 1,000MVA 相当）に対しては充分な容量

とは言い難い。従って、ラオスからの電力融通（2010 年までに計 700MW の契約済）等

と併せて各地域のベース負荷を地域内で供給するとしても、将来の負荷変動分を二系統

の 500kV 幹線だけで吸収する事は、事実上不可能である。 

 これにより、需要地に近接したピーク対応電源の確保が重要な意義を有する事となる。 

（３）ピーク対応電源開発計画 

 EVN 子会社の PECC1 は、EVN の指示にしたがい、揚水発電開発計画マスタープランを

策定･提出しているが、この計画は、ピーク需要対策を揚水発電により行うとするもの

で、その開発容量は、2010 年時点で 1,000MW と計画されている。 
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第４章 本格調査の概要 

 



第４章 本格調査の概要 

 
4.1 調査実施上の留意点 

 

（１）第五次電源開発計画について 

 プロ形調査団が収集した、2020 年を目標年とする第 5次電源開発マスタープラン（以

下、｢M/P｣と略）は、電力事情を取り巻く環境の急激な変化に伴い、計画諸数値が現実

と合わなくなっているので、計画自体の改訂作業を行っている所である（EVN との面談

により判明）。本格調査が開始される頃には、国会承認を取り付けた改訂版 M/P の全容

が判明する見込みであるので、本格調査においては、改定計画を充分に反映させる必要

がある。 

 

（２）ピーク需要対応電源について  

 EVN によるピーク需要対策は揚水発電を前提としたものであり、ベース負荷とピーク

負荷の中間帯を埋める他の電源との組み合わせは考慮されていないため、本格調査時に

は、この点に留意して、電源構成に関する調査が必要である。ちなみに、上記 M/P にお

ける揚水発電設備容量は、2010 年時点で 1,000MW と計画されている。 

 

（３） 揚水発電計画候補地点について 

  EVN 子会社の PECC1 による揚水発電開発計画は、純揚水方式のみを念頭に全 12 地点を

計画している。また、一部地点の設計落差については、技術的に困難と思われる数値が

設定されている。先方 EVN からの要望もあり、選定済みの揚水開発素材地点（12 ヶ所）

について再度調査すると共に、新規地点の発掘を行う必要がある。また、調査は、現地

踏査を含めて行う必要がある。 

 

（４）シミュレーションプログラムについて 

 電源最適化計画及び系統信頼性シミュレーションプログラムは、EVN の下部機関であ

るエネルギー研究所(IE)が WASP-4 を、 また、PECC1 が潮流計算プログラムの PSSE を

保有している。IE 保有の WASP-4 については、現実には日間変動に対応する揚水発電の

発電時間に関して日単位の検討が出来ない事、及び PECC1 保有の PSSE は、先方説明に

よれば、機能の一部が作動しないとの事（恐らくは、操作に習熟していないか、あるい

はプログラム管理担当者がその一部を破壊した可能性がある）で、新規に導入する事を

要望された。したがって、本格調査時には、後述する電力国際融通も考慮に入れた、シ

ミュレーションプログラム(電源最適化計画, 潮流計算共)の運用と先方への移植を実

施する必要がある。 
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（５）揚水発電計画及び設計手法等の技術支援について 

 ヴィエトナムにおいては、揚水発電開発の実績がないため、本格調査時には、ヴィエ

トナム側技術者が自ら調査･計画を実施する際に要求される基本的な手法（最新の計画･

設計手法も含めて）に関する技術移転を実施する必要がある。 

 

4.2 その他の留意事項 

 

（１）国際電力融通等について 

ヴィエトナムにおいては、近隣諸国との間に国際電力融通を実施する計画があり、既

に国際約束を取り交わしているラオスとの事例（2010 年までに合計 700MW の契約）も

ある。また、ラオスの他に、中国あるいはカンボジア等との国際融通の構想･計画もあ

る。さらに、ADB の提唱･主導になる大メコン圏地域（GMS ; Greater Mekong Sub-region）

構想に基づく、インドシナ半島内国際間電力融通構想等もあり、近い将来、ヴィエトナ

ム独自に電源開発並びに最適化計画を実施できる様にするためには、タイ、 ラオス、 中

国、 ベトナム各国が相互に関連し合う国際間電力融通を視野に入れた電源最適化シミ

ュレーションを検討し、また、系統の信頼性を確認して、そのシミュレーション技術を

先方に移転する事が必須である。 

本格調査時は、国際間電力融通に関する詳細の確認とピーク対応電源開発計画におけ

る位置付けへの配慮に基づく現実的なシミュレーションの実施が必須である。 

 

（２）需要家別消費量の構成比率について 

 ヴィエトナムにおいては、北部地域と中南部地域における需要家別電力消費量の構成

比率が若干異なる。北部地域をサービスエリアとする PC1 管内においては、需要家別の

電力消費量構成(2000 年実績)は、世帯(電灯)需要と産業(動力)需要がそれぞれ総消費

量の約 57%及び約 35%(計約 92%)を占める。対して、商業需要消費の占める割合は高々

1%程度である。一方、南部地域を担当する PC2 管内においては、その構成は、1998 年

時点では世帯需要と産業需要がほぼ同じ割合(産業需要が若干優勢)で、それぞれ総消費

量の約 45%(計約 90%)を占めていたものが、2000 年実績ではそれぞれ約 51%及び約

37%(計約 88%)を占めるといった様に、そのシェアが変化している事が統計資料から読

み取れる。対して、商業需要消費の占める割合は 1998 年時点の 6.5%程度から 2000 年

実績ではわずか 2.4%程度へとシェアを減らしている（前掲の表－2.1 参照）。 

 前述の様に、ヴィエトナムにおいては、一般に負荷変動に与える影響が大きいオフィ

ス需要(動力以外の電灯、 空調等の需要)が世帯需要に分類されている。したがって、

南部地域における需要家別電力消費量のシェアの変化は、1998 年から 2000 年までのわ

ずか 3年間に世帯電化率が急増したとは考えが難い事から、世帯需要に分類されるオフ
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ィス需要の急激な伸びに拠る所が大であろう。さらに、この傾向は、北部においても同

様の推移を示しているものと推察される。 

 本格調査に当たり、ヴィエトナム政府による将来需要予測(改訂版 M/P)において、こ

れらの地域別割合がどの様に評価され、かつ、変化すると予測されているか、注意深く

分析した上で、それぞれの地域に適した電源構成、 揚水開発地点の選定、 系統幹線の

利用方法、 シミュレーションの条件等に反映させる必要がある。 

 

（３）他ドナーによる関連プロジェクトとの調整／連携について 

 既述のように、ヴィエトナムでは揚水発電開発事業の実績はなく、電力ピーク需要対

策としては、DSM が一部実施されているのみである。一方で、本件マスタープラン調査

後の揚水発電開発事業化のためには、多方面からの豊富な資金源の確保が重要な課題と

なってくる。したがって、重複投資を回避する意味からも、調査開始時から常に各援助

機関と緊密な情報交換を行いつつ、関連プロジェクトの動向を本件マスタープランに反

映させることが重要である。 

 これに鑑み、本格調査では関連するドナー組織及びプロジェクトとの調整／連携が不

可欠であり、ワークショップ等の機会を適宜活用しつつ調査を進めることが肝要である。 

 

（４）カウンターパート職員の能力強化について 

 本格調査の実質的カウンターパートとなるヴィエトナム電力公社（EVN）子会社の

PECC1 はコンサルタント業務及び電力関連機器製造が主な任務であり、電源最適化事業

及び揚水発電開発計画立案の経験を有する技術職員を擁していないため、実際には当該

事業を実施するのは困難である。このため、本件マスタープランに従ってピーク対応電

源最適化計画立案並びに揚水発電開発事業を実施するためには、経験に乏しいカウンタ

ーパート職員の能力強化が必要不可欠である。本格調査においてはこの点に留意し、当

該カウンターパート職員を現地調査に同行する等、実務経験を積ませることで技術移転

を図ることが重要である。 

 

（５）関係者との連絡 

 先方関係機関並びに関連する各国際機関の他、在ヴィエトナム日本大使館、国際協力

事業団ヴィエトナム事務所及び事業団本部との連絡を緊密に行い、調査進捗状況の報告

に当たっては、適切な資料を作成して効果的・効率的な報告を行う様に配慮する必要が

ある。 
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第５章 環境配慮 

 

5.1 ヴェトナム国におけるダム建設プロジェクトの環境配慮状況 

 

  プロジェクト形成調査（以下、プロ形）及び今回の調査（以下、予備調査）から得ら

れたヴェトナム国におけるダム建設プロジェクトの環境配慮関連主要情報を表 5.1 にと

りまとめた。 

 

表 5.1 プロ形及び予備調査結果に基づくダム建設に係る主要環境配慮情報のまとめ 

本格調査で確認が必要な事項 プロ形・予備調査の結果 

環境関連法規 

・環境基準、排出基準、保護

地区指定等の主要法規の整

備状況 

・主要法規は制定されている。 

 

EIA システム 

1. EIA 許認可に係るシステ

ムの整備状況 

1.1 EIA 審査システム 

 

 

 

 

1.2 住民参加システム 

 

1.3 住民移転システム 

 

 

 

 

1.4 モニタリングシステム 

 

 

1.5 ガイドライン等の整備

状況 

 

 

1. EIA 許認可システムは整備されている。 

 

1.1 建設規模別 EIA 審査システム 

・大・中規模ダム建設プロジェクト：MOSTE を中心とし 

た中央政府による EIA 審査体制 

・小規模ダム建設プロジェクト：PPC／DOSTE を中心とした

地方政府による EIA 審査体制 

1.2 ヤリダム建設プロジェクト(1992)以降、世界銀行ガ

イドライン等に沿った住民参加が行われている。 

1.3 住民移転に関する公的な規定として、以下の 3 原則

がある。 

・水没等による財産消失への補償 

・移転後の職業の確保 

・移転前以上の収入の確保 

1.4 ヤリダム建設プロジェクトの住民移転に関しては、

これまで四半期毎のモニタリングが実施され、対応がと

られている。 

1.5 ダム建設 EIA ガイドラインは策定されている。 

・ 国 内 資 本 に よ る プ ロ ジ ェ ク ト ： Guideline on 

Environmental Impact Assessment for Hydropower 
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本格調査で確認が必要な事項 プロ形・予備調査の結果 

 

 

 

 

Projects (Draft), MOSTE, 1998 

・外資によるプロジェクト：Environmental Guidelines for 

Selected Industrial and Power Development Projects, 

Office of the Environment, Asian Development Bank, 

1993 

 既存ダムプロジェクトにお

ける環境配慮実績 

・特に注目すべき以下の環境

配慮事項の実績 

1. 住民移転対策 

 

 

 

 

 

2. 少数民族保護 

 

3. 貴重生物保護 

 ヤリダム建設プロジェクト(1992)以前は十分な環境配

慮が行われていなかった。 

 ヤリプロジェクトの場合の環境配慮実績 

 

1. 移転対象者：1,372 世帯、6,782 人（1998 年の再調査

による） 

・世界銀行の非自発的住民移転ガイドラインに従い実施。 

・EVN 直轄の現地事務所を置き、住民との協議を重ねた。 

・NGO によれば、大きな問題は発生してない。 

・EVN は今後 5年間は移住者への対応を継続する予定。 

2. 移転者のすべてが少数民族。固有の文化、慣習を尊重

して住民移転を実施。 

3. 影響域内に Chomuray National Park があるが、生態

系の保全対策を実施。 

ベースラインデータ 

・自然環境及び社会環境に係

るベースラインデータの整

備状況 

 

・MOSTE/NEA は、ヴェトナム国内の 61 省 4 政令指定都市が

毎年実施する環境報告書、他の省庁の環境関連報告書、

全国 10 数ヶ所の環境モニタリングデータを管理してい

るが、詳細データは各省庁及び PPC/DOSTE への照会が必

要。 

ローカルコンサルタント 

・EIA 調査能力のある民間、

公的機関 

 

・EIA 調査可能な民間コンサルはなし。通常、専門的な分

野では公的機関の研究所などに調査を委託。 

他のドナーの支援動向 ・世界銀行、ADB、JBIC などが支援。 

国内の主要 NGO 情報 ・主要 NGO リストを入手済み。 

 

- 36 - 



 以下に今回の予備調査で得られたダム建設プロジェクトの環境配慮に関する主要事

項についての調査結果を述べる。 

 

5.2 水力発電所建設プロジェクトの EIA システム 

 

（１）規模別カテゴリー 

 ダム建設プロジェクトの EIA のレベルに関し、貯水量、必要経費に応じ以下の３つの

カテゴリーがある。 

 カテゴリーA：貯水量 1億 m3以上、経費 600Billion ドン以上、詳細 EIA が必要。 

   カテゴリーB：貯水量 1億 m3以上、経費 30～600Billion ドン、詳細 EIA が必要。 

 カテゴリーC：貯水量 1億 m3以下、経費 30Billion ドン以下、簡易 EIA でよい。 

 これらのカテゴリーは、条例 51/1990/N.D.-CP 及び 52/1990/N.D.-CP に基づき、「建

設及び投資の管理規定」によって法令化されている。また、詳細 EIA 及び簡易 EIA の内

容については、「法令 No.175/CP 環境保護法の運用に係るガイドライン：Government 

Decree on Providing Guidance for Implementation of the Law on Environmental 

Protection 1994 Oct., No.175/CP」で規定されている。 

 

（２）ダム建設 EIA ガイドライン 

実際の業務を行う上で必要な EIA 技術ガイドラインとしては、「開発プロジェクト一

般に係る EIA ガイドライン：General Guideline Book for Environmental Impact 

Assessment of Development Projects, 2000 Jan.」（Institute of Geography, Free 

University of Brussels, NEA 発行） があり、水力発電セクターの EIA 技術ガイドラ

インとして、「水力発電プロジェクトに係る EIA ガイドライン：Guideline on 

Environmental Impact Assessment for Hydropower Projects (Draft), 1998」（MOSTE

発行）がある。この水力発電プロジェクトの EIA ガイドラインは国会承認がまだ行われ

ていないが、ヴェトナム国内では実質的に正式なガイドラインとして広く使用されてい

る。 

また、外資によるプロジェクトの EIA では、別途 ADB 作成の「Environmental 

Guidelines for Selected Industrial and Power Development Projects, Office of the 

Environment, Asian Development Bank. 1993」1)に従って EIA が行われている。 

 

（３）審査手順 

 カテゴリーA及び B の EIA 審査手順については、EVN が PECC1～4 等の関係会社を起用

して EIA を作成し、これを EVN の上部機関である MOI に提出した後、MOSTE が関係省庁

の意見を調整し、MPI、首相府の順に審査され、最終的に承認される。MARD については、
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ダム建設の際、ほとんどのケースで住民移転、農地、森林の水没などが問題となるため、

EVN が EIA を作成する段階で、計画の当初から MARD に相談し、MARD の関係部局及び専

門家の協力を得ている。MARD に経費を支払って協力してもらう場合もある。 

カテゴリーC の場合、上記中央官庁は関与せず、EVN から直接関係地域の PPC に簡易

EIA を提出し、PPC が承認の可否を決定する。この際、EIA の技術面での評価は DOSTE

が行う。MOSTE と DOSTE とはまったくの別組織であり、DOSTE は PPC に所属する地方の

環境技術機関である。 

前回のプロ形調査において、MARD でのヒアリングに基づいて作成した EIA 審査手順

とは若干違いがあるが、水力発電所建設プロジェクトのような大規模プロジェクトでは、

EVN／PECC1 等の実施主体が MARDと密接に関係しながらEIAを含む計画を作成し、MOSTE

が中心となってその EIA を審査する構図に違いはないようである。 

 

（４）住民対応／住民移転 

プロジェクト情報の関係住民への周知、対応方法については、上記建設規模カテゴリ

ーにかかわらず同様である。まず、関係する PPC を通して省、郡、コミューンレベルま

でプロジェクト計画が通知される。立ち退き等が発生する場合、関係住民には全体の戸

数の 10～15％の家庭にアンケートが実施され、同意、反対等の状況確認が行われる。

反対者に対しては、PPC などにより同意を得るための説明が行われる。 

PECC１でのヒアリングによれば、これまで水力発電ダム建設に際しては、反対者はほ

とんど出ていないが、送電線プロジェクトなどでは、危険性を理由に反対者が多いため、

送電線の予定ルートを変更して反対者の敷地を大きく迂回して建設した例もあるとの

こと。全体として、村レベルの集団移転については反対が少ないが、個別の移転の場合

反対者が多い傾向があるとのことである。現在は「住民移転に関するガイドライン（原

則）」に従って住民移転が行われている。このガイドラインは公式なものではないが、

住民移転の際の基本方針が示されている。 

 

近年、世界的な流れとして、大規模開発において計画の透明性、事業者のアカウンタ

ビリティ、住民参加が求められており、特に関係住民の意見を公聴会等により的確に把

握し、これらの意見を計画策定段階で反映させることが重視されている。 

ヴェトナム国内の環境 NGO（Vietnam Environment & Sustainable Development Center: 

VNESDC）の調査によれば、ヴェトナム国の場合、世界銀行等のインターナショナルレベ

ルの環境配慮ガイドラインを元に、ダム建設の際に本格的な環境配慮が行われたのは、

ヤリ水力発電所建設プロジェクト(1992 年計画開始)が最初である。これはヴェトナム

国への外国資本の導入が 1990 年代になって急速に活発化してきたことと密接に関係し

ているものと考えられる。 

- 38 - 



 ヤリプロジェクトでは、住民移転計画は National Agriculture Planning and 

Projection (NIAPP)が策定し、Yali Project Management Board（YPMB）が承認した。 

計画策定に際しては、関係住民のほか、PPC 諸機関、Kon Tum 省及び Gia Lai 省地方

政府との協議が実施された。この計画の予算は 256.509 百万ドンであり、内訳は補償

25.4％、インフラ整備 68.25％、貯水池底の清掃 4.4％、貯水池土手の植林 1.9％であ

る。住民移転計画は 1993 年末から開始された。ヤリプロジェクトの場合、移転対象住

民がすべて少数民族であり、住民との対話の際には村の有力者、古老を重視する民族固

有のしきたりや、通訳の配置など、少数民族への配慮が行われた。 

PECC1 におけるヒアリングでは、EVN は直轄の Project Management Committee を現地

に置き、Gia Lai 省および Kon Tum 省にある 2 ヶ所の住民移転委員会（PPC が管轄）か

らの報告に基づき、移転住民の苦情等への対策資金を毎年提供している。2001 年度の

住民移転対策費としては、200 万 US＄が計上されたとのこと。現在もこれまで種々の理

由により移転しなかった 299 世帯の移転問題を対応中である。 

 

住民意見の反映例としては以下のような事項があげられる。 

１）各村の移転地域の選定、移転村のレイアウト、複数のモデルハウスから好みのタイ

プの家の選択、インフラ整備の内容、移転後のリハビリ及び生活改善計画 

２）農作物、庭、漁業（養殖業）、墓の移動等の財産補償 

３）代替地の管理計画への住民参加 

４）移転期間 6 ヶ月間の食料の提供、移転先の農業生産向上のための技術移転、種子、

肥料、信用貸し付け 

 

 このような EVN の対応に対する移転住民の評価について、VNESDC が 2000 年 1 月から

4月にかけて、26 移転村のうち 6村、250 世帯（移転者の約 2割）を対象にインタビュ

ー調査実施している。その結果によれば、ほぼ 100％の調査対象者が「住民の意見・要

望に対して当局が適切に対応した」と評価している。女性の住民公聴会への参加につい

ては、調査対象者の 85％が女性も男性と同様に公聴会に参加し、約 70％は「女性の意

見にも注意が払われた」と評価している。問題点としては以下のような事項があげられ

ている。 

・影響を受ける住民は、ヤリプロジェクトの一部しか知らされていない。 

・住民移転計画についての書面が関係住民に配布されていない。 

・移転後の農業生産や生活条件のリハビリ、改善計画への住民参加が必ずしも十分 

でなかった。 
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 VNESDC のレポートによれば、ヤリプロジェクトの際に行われた住民移転の概略は表

5.2 の通りであり、試行錯誤はあったものの、概ね良好に進捗しており、ヤリプロジェ

クト以降のダム建設プロジェクトにおいて貴重な経験となったとしている。 
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表 5.2 ヤリ水力発電所建設プロジェクトにおける住民移転の概要 
1. プロジェクト概要 

・発電能力 720MW（180MW×４ユニット） 

・貯水量 1,037m3 

・貯水面積 6,450ha（水没農地 1,240ha を含む） 

2. 移転住民 

・移転世帯：1,149 世帯、5,384 人、Kon Tum 及び Gia Lai 省（1993 年の調査） 

・1998 年の再調査では、移転住民は 1,372 世帯、6,782 人 

・移転者はすべて少数民族：Kinn族（42.1％）、Gia Rai族（34.5％）、Ngao族（18.9％）、

Ba Na 族（4.5％） 

3. 住民移転の基本方針 

(1) 関係住民の合意の下で、新規住民移転先を決定する。 

(2) 完全に水没する農地については、同等以上の生産力のある土地を提供する。 

(3) 一部水没あるいは代替地がない場合、灌漑や他の手段により農業生産力強化

策を実施する。 

(4) 貯水池の水位低下により季節的に干出する 900ha については、移転住民に対

し干出時期に米、トウモロコシ、野菜などの短期作物の栽培を行わせる。 

(5) 移転先は水没前の地域の近傍に設け、住民グループは移転によっても分離さ

れるべきではない。 

(6) すべての移転者用の集落は道路によって連結し、安全な上水、電気、集会所、

学校、病院、コミューン管理事務所などの設備が提供される。 

(7) 教育及び Gia Rai 族への Kun Tum 省定住プログラムの実施により、移住先の

持続的な土地利用、森林および集水域保全を促進する。 

 

4. 住民移転管理体制 

住民移転を円滑に進めるため、1993 年に以下の３つの機関が設立された。 

・Office for Compensation, Resettlemet and Environment (OCRE)： YPMB／EVN

所属 

・Commission for Yali Reservoir Resettlement Compensation (CYRR)： Kon Tum

省 PPC 所属 

・Chu Pah District Office for Compensation and Resettlement： District PC

所属 

CYRR 及び Chu Pah District Office は移転住民意見受付機関であり、住民の意見・

要望等は OCRE を通して EVN に定期的に報告されるシステムとなっている。 
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5.3 環境ベースラインデータ 

 

ヴェトナム側から提示された揚水式発電プロジェクト候補地点 12 ヶ所については、こ

れまで発電関係の技術者による現地踏査が実施され、口頭ベースでの「概ね環境影響な

し」の報告がなされている。しかしながら、環境担当者による環境配慮の観点からの現

地踏査及び文献･資料ベースの調査等は実施されていないとのことである。 

本格調査では有望な揚水地点を選定する際にその地域の環境影響評価が要求されるこ

とになることから、MOSTE の環境管理業務の中核である下部組織 NEA にヒアリングを実

施し、ヴェトナム国における環境ベースラインデータの整備状況を確認した。 

 

（１）NEA の保有する環境関連資料 

 NEA は、ヴェトナム国内の環境情報を管理し総括する業務を行っている。データソー

スは以下の通り。 

 １）省・政令指定都市の年次環境報告書 

 ヴェトナム国内の 61 省 4 政令指定都市（ハノイ、ホーチミン、ダナン、ハイフォ

ン）が毎年実施する環境報告書をすべて管理している。しかしながら、これらの報告

書は調査結果の要約であり、これらの報告書の基本となった詳細データを NEA は保有

していない。報告書の例として、ラオカイ省環境現状調査年次報告書（1995-1996）

を入手したが、環境影響評価のためには内容的に不十分であった。 

 

 ２）環境モニタリング 

   ｢環境保全のための国家戦略 2001-2010｣(National Strategy for Environmental 

Protection 2001-2010: NSEP)が MOSTE により作成されており、この中で NEA は国家

環境モニタリングネットワークを管轄しており、このネットワークには水質、大気、

騒音に関する環境質の測定を行う 20 のキーステーションを含んでいることが示され

ている。しかし、NEA におけるヒアリングによれば、実際には都市部を中心として 10

数ヶ所の地点について環境モニタリングを実施しているのみであり、モニタリング地

点も固定されたものではなく、適宜選定しているとのことである。 

 また、モニタリング項目は、大気、水質（大河川のみ）、土壌汚染、工場排水、酸

性雨などであり、測定は自動計測器ではなく携帯式測器で実施しているとのことであ

る。したがって、このモニタリングネットワークが揚水発電候補地点の環境情報源と

して十分な価値があるか疑問がある。 

 

 ３）他の省庁の調査報告書 

   NEA は、MARD 等の他の省庁が実施する調査報告書を管理しているが、すべての調査
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報告書を網羅しているわけではないため、必要に応じて他の省庁に行って情報を収集

する必要がある。 

 

（２）その他の環境情報源 

 NEA によれば、環境情報源としては以下のようなものがある。本格調査団がこれらの

情報源へアクセスすることは可能であるが、情報によって有料の場合と無料の場合とが

あるとのことで注意が必要である。 

 

自然環境 

・貴重生物、森林：MARD、NEA 自然保護室 

・水質：気象水門局、MARD 水資源管理局、NEA 環境現状管理室 

・自然環境データについては、PPC に行っても JICA 調査団が満足するレベルのデー

タはないであろうとのこと。 

社会環境 

・社会・科学・人文委員会（政府事務所に所属） 

・PPC 

 

5.4 本格調査への提言 

 

（１）ダム建設に係る環境配慮の国際動向の理解 

 水力発電ダム建設プロジェクトによる影響は、自然環境及び社会環境のさまざまな面

に及ぶ。これまでの大規模ダム建設が及ぼした種々の影響・効果を総括し、国際的な新

ガイドラインを提案した報告書して、世界ダム委員会（WCD: World Commissions on Dams, 

2000）報告がある。WCD 設立の直接の契機となったのは、世界銀行の業務評価局が 1996

年 9 月に実施したダム事業に関する事後評価である。これは、世界銀行が過去に融資し

た 50 件の大ダムプロジェクトについて、当初予想されたとおりの便益が生じているか

どうか、大きな環境社会的影響が特定され、回避されているかどうか等の観点から調査

を行ったものである。その結果、「対象プロジェクトの 9 割は融資承認当時の基準に合

致していたものの、世界銀行の現行の政策に合致するプロジェクトは約 4分の 1 にすぎ

ない」ことが明らかになった。同調査は、(1)経済的便益のみならず、環境社会面での

影響等を含めた複合的基準からの検討を強化し、(2)プロジェクト形成・審査における

意志決定過程の民主化、多様な利害関係者の参加や情報公開を一層促す必要性を指摘す

るとともに、次のステップとして、上記視点を取り入れて大ダム設置基準に関する詳細

な調査を実施することを提言した。 
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 世界銀行は、この提言を受けて、世界自然保護連合（IUCN）の協力を得て、1997 年 4

月にスイスのグランドに政府関係機関、援助機関、民間企業、NGO など多様な利害関係

者 39 人を招いてワークショップを開催し、このワークショップへの参加者が構成メン

バーとなって WCD 設立のための暫定作業部会が設置された。WCD は 1998 年 5 月に業務

を開始し、作業を 2000 年 11 月に完了した。 

 

WCD の目的は次の通りである。 

・ダムの開発有効性を検討し、水資源開発、エネルギー開発の代替案を評価すること。  

・ダムの計画、設計、建設、モニタリング、運用、廃止に関する「国際的に受け入

れられる基準と指針」を作成し、将来の意志決定に助言を与えること。  

 

WCD 最終報告書における既存大規模ダムの評価及び提言の概要を表 5.3 に示す。  
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表 5.3 世界ダム会議最終報告書における大規模ダム評価及び提言の要旨 

既存の大規模ダムの評価 
・多くの大規模ダムは、当初計画に比べ電力、水等の供給機能を十分に提供できてい
ない。 

・多くの大規模ダムでは、予測以上のコスト超過や工期の遅れが発生してきた。 
・大規模ダムの多くは、不十分な影響予測や対策により、河川、集水域における水生 
生物の生態系に悪影響を及ぼし、多くの場合回復不可能な状況を生み出してきた。 

・大規模ダムの多くは、潜在的な悪影響の見落としや、移転住民や下流域における住
民への生活配慮が不十分であり、これまで数百万人の人々に貧困と苦痛をもたらし 
てきた。 

・多くの場合、大規模ダム建設による環境及び社会便益が過少に評価されてきたた 
め、ダム建設に伴う真の便益の評価は曖昧のままの状態にある。 

・大規模ダムの建設によってとりわけ被害を被るのは、貧困層、社会的弱者、次世代
であり、実際の受益者グループとは異なるため、重大な利益分配の不公平がある。 

 
水、電気代替供給システムの検討 
・大規模ダム建設の代替案として、以下のような事項を検討することが必要である。 
 ○DSM(Demand Side Management：消費抑制、リサイクル、利用の効率化等)、供給

システムの効率化など 
 ○分散型供給システム（小水力、家庭用太陽光発電、風力発電、バイオマス発電 等） 
 ○上記代替供給源に対する種々の障害の廃止 

 
計画決定スキームのあり方 
 ・1990 年代になっても多くのダム建設計画では、社会経済や自然環境への影響評価が
重視されてこなかった。また、関係住民の計画への参加スキームの構築・改善が不十
分であった。今後のダム建設計画策定に際しては、以下の５原則が必要である。 

   ・公平性 
   ・効率性 
   ・計画決定への関係住民の参加 
   ・持続性 
   ・事業者の説明責任 
新ポリシー・フレームワークの提言 
1. 計画決定への関係住民の参加・合意形成スキームの構築 
2. 包括的・参加型アセスメントに基づく代替案の提示・選択 
3. 既存ダムにおける社会・自然環境対策の見直し 
4. 河川の生態系保全及び流域住民の生活保全が可能な計画の策定 
5. 関係住民との合意に基づく住民移転の実施及び移転者への利益の分配 
6. 法律、ガイドライン等に基づく対策事項、関係住民との間で合意した約束事項の
確実な実行 

7. 国際河川のダム建設における国内外の協調による利益の公平分配 
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  このような WCD 報告に対し、ダム大国の中国の脱退及びインドの WCD への協力拒否な

ど、さまざまな反応があったが、WCD 報告の趣旨は世界的な趨勢となっており、OECD の

Draft Recommendation on Common Approaches on Environment and Officially Supported 

Export Credits: Revision 6 (2000 Dec.)、国際協力銀行、日本貿易保険などの国際協

力・融資・投資・保険機関においても、近年環境配慮ガイドラインが見直され、計画の

透明性とアカウンタビリティーの確保、当該プロジェクトに関わる地域住民や NGO など

の参加が重視されるようになっている。 

 

 本格調査はピーク対応電源に関するマスタープラン調査であるが、10 ヶ所以上の揚水

候補地点から数地点の有望地点を絞り込み、プレ F/S レベルの揚水発電計画を策定する

業務も含まれており、将来的にはこれらの絞り込まれた地点を対象に揚水発電所の F/S

調査が実施される可能性を有している。したがって、本格調査においても国際的なダム

建設に係る環境配慮の方向性を十分に理解し、揚水発電の有望地点において将来的に環

境上の深刻な問題が発生することがないように十分な調査を行う必要がある。 

 

（２）調査内容 

これまで述べてきたように、ヤリ水力発電所建設プロジェクト以降、ヴェトナム政府

は環境配慮に力を入れており、ヤリプロジェクトの場合今後 5年間移転住民対策を継続

する予定であるとしている。 

その理由として、PECC１や VNESDC（NGO）におけるヒアリングによれば、ヴェトナム

国民の問題意識の向上、内外の NGO の声をヴェトナム政府が無視できなくなってきてい

ること、外資導入のためには適切な環境配慮が不可欠なことなどが挙げられている。し

たがって、本格調査においてもヴェトナム政府がこれまで蓄積してきた環境配慮に係る

経験及びシステムを無視することなく、技術移転及び将来的な F/S の実施も念頭に入れ、

世界的なレベルの環境配慮ガイドラインをも考慮して調査を進めることが必要である。 

 

 現在、ヴェトナム国で使用されている EIA ガイドラインとしては、前述した国内用の

「Guideline on Environmental Impact Assessment for Hydropower Projects (Draft), 

1998」（MOSTE 作成）及び外資用の「Environmental Guidelines for Selected Industrial 

and Power Development Projects, Office of the Environment, Asian Development Bank

（ADB）, 1993」があるが、将来の揚水発電所 F/S 調査や国際金融機関による融資等を

考慮して、本格調査では後者の ADB 環境配慮ガイドラインに沿った環境影響調査を行う

ことが適当と考えられる。また、本格調査はマスタープラン調査であることから、環境

影響調査は既存の文献・資料及び現地踏査により環境影響評価を行うことになる。 
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以下に、本格調査における環境調査案を示す。 

１）調査目的 

(a) 揚水発電所候補地点のうち、有望とみなされる約 10 地点について簡易環境影響評

価を行い、プレ F/S の対象となる揚水発電所候補地点選定のための環境面での条件を

整理すること。 

(b) プレ F/S の対象となる揚水発電所候補地点約３地点について、将来的に深刻な負

の環境影響が発生するリスクがないことを確認すること。 

 

２）調査方法 

ADB 環境配慮ガイドラインに記載されている「Initial Environmental Examination 

for Projects in Dam/Reservoir/Hydropower」チェックリストに準拠して、既存の文

献・資料及び現地踏査により簡易環境影響評価を行うものとする。 

必要に応じて、2003 年 10 月 1 日付けで施行予定の国際協力銀行「環境社会配慮確

認のための国際協力銀行ガイドライン」及び日本貿易保険「貿易保険における環境社

会配慮のためのガイドライン」並びに同環境チェックリスト、WCD「Dams and 

Development, Chapter 9 Criteria and Guidelines」、世界銀行「Environmental 

Assessment Sourcebook, Volume II Sectoral Guidelines, Dams and Reservoirs」

及び同「OD 4.30 非自発的移住」等のインターナショナル・ガイドラインを参照する

こと。 

 

３）調査項目 

調査対象とする主要調査項目は以下の通り。 

 ・自然環境関連事項 

(a) 水文・水質：水系、水量の変化、水質汚濁影響等 

(b) 保護区：当該国の法律及び国際条約で定められた保護区への影響等 

(c) 生態系：原生林、生態学的に重要な生息地、貴重種、水生生物、遡行性生物へ

影響等 

(d)地形・地質：斜面崩壊の可能性、土砂流入量の変化、土壌浸食の影響等 

 ・社会環境関連事項 

(e) 住民の生活・生計：サイト周辺及び下流域の集落分布状況、人口、産業、収入、

利水状況、インフラ整備状況、およびそれらへの影響等 

(f) 住民移転：住民移転発生の可能性及び影響等 

(g) 文化遺産：考古学的、歴史的、文化的、宗教的に重要な遺産、史跡への影響等 

(h) 景観：景観への影響等 

(i) 少数民族・先住民族：少数民族・先住民族に関する上記(f)の内容 
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4) 留意事項 

(a) 揚水発電候補地点における住民移転の可能性については十分に留意して調査を行

うこと。 

(b) 少数民族・先住民族については、十分な情報収集を行い、揚水発電所建設による

影響の検討には特に留意すること。また、現地踏査の際、少数民族・先住民族と接

触が必用な場合には、事前にかれらの生活習慣等の情報を入手し、通訳の配置、不

用意な発言を控える等、問題の起こらないように留意すること。 

(c)  ヴェトナム国内には EIA 作成可能な民間ローカルコンサルタントはいないため、

必要に応じて専門家を傭上すること。専門家のリストを別表に示す。PECC１によれ

ば、これらの専門家の平均的な委託費用は US$2,500/man/month とのこと。 
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別表 EIA に起用可能なヴェトナム国内の専門家リスト 

No. 氏名 専門 所属 

1 Pref. Dr. Dang Huy Huynh 動物学 VNCNST 

2 Eng. Do Tuoc 動物学 MARD 

3 Dr. Le Xuan Canh 生態学 VNCNST 

4 Dr. Ho Thanh Hai 水生生物 VNCNST 

5 Eng. Nguyen Ngoc Chinh 生物学 MARD 

6 Dr. Do Huu Thu 生物学 VNCNST 

7 Dr. Nguyen Kiem Son 生物学 VNCNST 

8 Dr. Vu Manh Loi 文化人類学 VNCNST 

9 M.S. Nguyen Thanh Thuy 文化人類学 VNCNST 

10 M.S. Dang Huu Luu 文化人類学 VNCNST 

11 Eng. Bui Van Manh 住民移転 NARD 

12 Prof. Dr. Le Thac Can 住民移転 NGOs 

 

* VNCNST: Vietnam National Center of Natural Science & Technology 

** NCSHSV: National Center for Social and Human Sciences of Vietnam 

（Dr. Nguyen Huy Hoach,PECC1 作成、2002 年 7 月 17 日） 
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附属資料 

 

1．議事録 

 

＜面談記録＞ ＊先方出席者は主要面談者のみ、敬称略／順不同 

 

（１）平成１４年７月９日（火）9:00～10:00 大使館表敬 

 場 所：在ヴィエトナム日本国大使館 

 面談者：魚谷二等書記官 

 当 方：幸村専門家、小林所員、調査団全員 

＜面談要旨＞ 

 冒頭団長から今次予備調査について説明。さらに足立団員がヴィエトナム側は F/S、

資金協力を求めてくるものと思われるが、本件本格調査はあくまで M/P として実施する

予定であること、しかしながら調査途中で中間段階での結果を踏まえ要請が出される可

能性は否定しない考えであることを補足説明。 

 上記の点に関し魚谷書記官から本格調査はあくまで M/P に限定し、それとは別途 F/S

の要請が出る、という意味かどうかについて確認を求められた。これに対し蔵方団長が

中間段階での調査結果およびヴィエトナム側の出方によると回答。 

 ピーク対応に関しては、１０年後の話に関し今から対応する必要性について質問があ

ったので、団長からインドネシアチソカン川揚水発電開発計画調査の例を示し、１０年

程度前から検討を進めておく必要性を説明。書記官からはヴィエトナム政府機関は他分

野でも特段の考慮、検討がないまま F/S 実施を求めがちだがそれに引っ張られすぎるこ

とがないよう、本件本格調査の中でどの段階で揚水発電が必要になるかをきちんと判断

しその上で F/S が必要であれば実施すべきでそのような判断をしないと F/S 自体が（過

去にあるように）使われない可能性もある、との見解が示された。団長は JICA としても

M/P をやりっ放しではなくその結果を生かすという考え方に立って今回の調査を計画し

ていることを説明。 

 また魚谷書記官より、今後どの電源が優先されるべきかの見直しについて具体的な説

明を求められたので、足立団員がフーミー火力→ガスタービン→揚水（旧式火力を止め

ていざというときの対応に）の順であると説明。団長からも貯水池式の小さなものを作

る等選択肢はいろいろあると考えられ、近いものからということになるが現段階におい

て明示的には言えない、と補足した。 

 この他魚谷書記官が大規模ダムの建設を伴う開発計画は、多数の住民移転が必要にな

り（例：バンラのケースでは移転する住民の数が１万数千人にのぼった）現状を見ると

将来にわたり対応が困難と思われるため、そのような方向を出すことは避けてほしいと
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の発言があり、また有償では短期的な F/S 案件の採択・実施は将来にわたって困難と思

われ目先を変える必要があると考えるがその意味で揚水発電を主眼とするのは適当では

ないか、また日本が電力セクターの開発に独自の、得意な分野で貢献する意味でも揚水

発電の選択肢は有効との見解が示された。 

 魚谷書記官がヴィエトナム側の具体的な要望に関し質問があったので、幸村専門家が

要請されているとおりピーク対応の F/S 実施を求めていることを説明、足立団員および

蔵方団長から航空写真の図化は必要になること、イメージとしてはプレ F/S といったと

ころである旨を補足。 

 環境に関しては、中沢団員が先般のプロ形の際 PCC1 や MOSTE が多忙を理由に十分に対

応してくれなかった経緯を報告しその上でアセスメントの制度は整備されているものの

ヴィエトナム側が示している１２カ点のプレ F/S 地点がどのような環境にあるのか、デ

ータのありか等は今次予備調査で明らかにしておく必要があることを説明した。 

 

（２）平成１４年７月９日（火）10:00～11:00 JICA 事務所打ち合せ 

 場 所：JICA ヴィエトナム事務所 

  面談者：金丸所長、小林所員 

  当 方：幸村専門家、調査団全員 

＜面談要旨＞ 

 蔵方団長から今次予備調査の趣旨および本格調査の内容を説明。所長から質問のあっ

た１２カ地点については北から南まで散在していることを補足した。 

 プロ形の際に同調査団から提案しミニッツにも記載した、合同調整委員会あるいはス

テアリングコミッティー的なものを関連省庁・機関との間で設置すべきかどうかについ

ては、所長から設置している例はあるが、今次予備調査において調査団側が危惧してい

るとおり設置してうまく動かないで苦労しているケースがあるので、EVN にも意見をき

いてはどうか、との見解が示された。さらに小林所員からセミナー等で関係者の意見を

吸収する場を設定した方がよい、との補足があり、当初から対処方針においてワークシ

ョップ的なもので関連機関との意思疎通、意見聴取を行うことを考えていたので、この

ような機会を設けることをミニッツ等に残す方向で検討することにした。 

 なお蔵方団長から関連機関、たとえば MARD との関係について、マスタープランなので

それほどかっちりした関係はないとはいえ、例えばホアビン発電所の下流で洪水になっ

た場合にそこで被害者が出るのにそのまま上の施設を利用することはできず、そのよう

な対策には MARD が大いに関係するので、まったく関知しないというわけにもいかない、

という背景事情を説明した。 

 このほか所長がヴィエトナム電力に関しては、半分位民間資金での対応となっている

状況において円借款を供与できるかというと、とても積極的にならない、というのが現
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実であり、民間資本での対応が難しい場合等々の条件を付して、これらをクリアした案

件であれば対応も可能、といったところである、との話があった。また需要は南で断然

高いが、南には山がなく燃料コストが掛からない水力の開発は、期待できない状況に関

しても説明があった。 

 

（３）平成１４年７月９日（火）14:00～14:30 MPI 表敬 

  場 所：計画投資省海外経済関係局 

  面談者：Mr. Nguyen Xuan Tien, Senior Expert, Foreign Economic, Relations  Dept. 

  当 方：幸村専門家、調査団全員 

＜面談要旨＞ 

 冒頭先方から工業局担当官が不在であるため、今回の表敬については海外経済関係局

のみの対応となった旨の説明があった。団長から今次予備調査の趣旨および S/W の概要

を技協協定および S/W 第７項目の Undertaking の特恵・免責事項を中心に説明し、EVN

が技協協定について承知していない場合は、計画投資省の支援を求めたい旨を述べたと

ころ、快諾を得た。それとともに Mr. Tien は EVN 自身は何度か S/W の締結を経験してい

るので、基本的事項に関しては承知しているものと思われるが、本分野に限らず S/W で

は特恵・免責事項のところで何かと揉めることも多いので、調査範囲をよく詰めること、

及び（仮に EVN がいずれかの箇所で原案に納得しない場合、他国での事例を示す等して

説明を行うことが重要との見解が示された。 

 また S/W および M/M の署名交換に関し、Mr．Tien から近年計画投資省が witness sign

を行うようになってきているが、これは署名をすることによって S/W で述べられた内容

を強め何か起こった際の対応をしやすくするメリットもあるのでぜひ入れてほしい、と

の意向が示された。調査団としては統一的に行われている対応であること等を考慮し、

同意した。同省の署名者は対外経済関係局もしくは工業局からとなる見込みであり、１

２日（金）までに JICA 事務所あてに連絡する、とのことであった。 

 この他調査用資機材の免税措置に関し近年見られる問題として、受け入れるカウンタ

ーパート機関は機材が納入（送付）されることを承知しているが、機材が到着した時点

で MPI に対し連絡および必要な手続を行っていない、というケースがある。このような

問題を未然に防ぐためにまず今回の S/W および M/M を結ぶにあたり、本格調査での調達

が予定される機材があれば、M/M にその旨を記載した上で EVN 側に対し早急に計画投資

省への免税措置申請手続を行うよう説明しておくように、との助言があった。当初予定

しておらず調査の途中段階で必要性が判明した機材に関しては、その詳細が判明次第リ

ストを計画投資省に提出すればよい、とのことであった。 

 なおカウンターパート研修に関しては過去の例を見ても特に問題はないと考えている、

とのことであった。 
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（４）平成１４年７月９日（火）17:00～17:20 工業省表敬 

 場 所：工業省 

 面談者：Mr．Hoang Trung Hai, Vice Minister 

Mr. Tran Minh Huan, Director General, Department of Internatinal  

Cooperation        

  Mr. Nguyen Bui Hai  

 当 方：幸村専門家、小林所員、調査団全員 

＜面談要旨＞ 

 冒頭団長からプロ形調査の結果を踏まえての今次予備調査の趣旨を説明。副大臣から

石炭を含むエネルギー分野における日本の資金協力、技術協力によって電力事情が改善

しつつあることに対する謝辞が述べられた。さらに副大臣は、益々拡大する電力需要に

鑑み経済発展の状況に応じた DSM を実施し抑制の努力をしていると説明。そしてこの状

況下で揚水の投入がいかに重要であるかを認識し、EVN に対しても必要な指示を行って

おり、工業省として本案件を全面支援する考えである、との発言があった。 

 蔵方団長が世銀の援助で進められている電力法制定の動きについて現在の取り組み状

況を尋ねたところ、先般１７回目の案改訂を行い、２００３年には最終案を国会に提出

見込みとの由。 

 足立団員はヤリ水力をヴィエトナム側が自力で開発したことを挙げ、その自助努力及

び、特に副大臣が尽力されたことに対する敬意を表した。さらに足立団員より、ヴ国経

済の急速な進展に伴い、電力需要の伸びをカバーするため水力開発を精力的に推進する

必要があるものの、今後はダム建設等に関する融資条件が厳しくなるのに伴い、ますま

す自助努力による開発案件が増えて行くものと考えるが、水没補償等の問題が取り沙汰

されている大規模ダムによる水力開発をヴ国独自に進める必要性を感じているか否かと

の質問をした。これに対し、副大臣は、現状では、せいぜい 600 億 kWh/年の需要が限度

であるが、2020 年には 2,000 億 kWh/年程度が必要と判断しており、このため、原子力開

発も含めて我が国に対する支援要請と併せて、ラオスからの約 500MW の買電と多目的ダ

ムの自力での開発を考えている旨の回答。 また構想段階の話として原子力発電や小規

模水力発電の開発、利用を考えているとの発言があった。 

 

（５）平成１４年７月１０日（水）9:00～10:00 EVN 表敬 

 場 所：EVN 

  面談者：（EVN） 

  副総裁; Mr. Pham Le Thanh, 国際協力部次長; Mr. Tran Tuan Dzung 

            発電部上級技師; Mr. Nguyen Viet Chi, 技術審査部次長; Mr. Minh 

    国際協力部; Ms. Anh 
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  （PECC1） 

    科学技術環境部プロジェクトマネジャー; Mdm. Vu Thi Tuoi, 

    科学技術環境部課長補佐; Mr. Tran Duc Hung 

当 方：幸村専門家、小林所員、調査団全員 

＜面談要旨＞ 

１） 団長より、団員紹介, 調査日程説明と、S/W 及び M/M 署名式の日程調整を要請｡ EVN

副総裁は、調査団が提案した日程案と MPI の co-signer を了承。また、S/W に基づき、

双方の義務について MPI も了解済みである事と、変更･追加等が認められる場合には、

M/M にて処理する旨、EVN 副総裁の了解を得る｡ 併せて、実質的な C/P である PECC1

では判断しきれない事項等については、上級機関としての EVN の適切な処理を要請、EVN

副総裁の了解を得る｡ 

２） EVN 副総裁より、ヴ国側署名者として MOI を追加して MPI, EVN と合わせて 3 者によ

る co-signer の提案あり｡ MOI を加えるのは、同省は EVN の直属官庁であり、その責

任を明確にする意味である旨の説明あり、調査団はこれに同意した。 

 また、ハノイ市内の調査に際しては、EVN の技術審査部 Mr. Minh と国際協力部 Ms. Anh

が常に調査団に同行し、協議の内容等は、国際協力部を通じて MOI に報告される旨の説

明を受けた｡ 

３） 団長より、MOI の署名者名を 7/12（金）中に JICA 事務所宛て通知して戴く様に要

請し、EVN 副総裁の了解を得る｡ さらに、本件予備調査に続き、本格調査をスムーズ

に進めるためには、環境面の配慮が不可欠である事、及び同分野に関する聞取り調査を

中沢団員が担当するので、関連情報の提供について特段の協力を要請した｡  

４） ヴ国内の水力案件において水資源管理の任に当たる MARD との関係をどの用に考え

処理すべきか、団長より質問｡  

 副総裁の回答： F/S 調査結果は EVN から首相府へ直接提出する｡ 手続き上は MRAD

との関連はないが、水利使用料を MARD に支払う事になる｡ また、MOSTE は、F/S 段階

で参加する。 

５）＜足立団員の質問＞ 

 MARD は、EVN がホアビンダムの揚水発電計画を調査中である事を了解しているか？ま

た、本件調査の一環として、MARD を訪ねてよいか？MOSTE を訪れる必要がある際に、

MOSTE との日程調整と同行をお願いしたい｡ 

＜副総裁の回答＞ 

 揚水発電計画自体が未完成であるので、EVN から MARD への正式な通知はしていない｡ 

F/S 段階で初めて通知する事になる｡MOSTE との日程調整と同行については了解する｡ 
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（６）平成１４年７月１０日（水）10:50～12:00、13:30～16:40 

  面談先：（EVN）審査部次長; Mr. Minh、国際協力部; Ms. Anh 

  （PECC1）副社長; Mr. Nguyen Quyet Thang 

    科学技術環境部プロジェクトマネジャー; Mdm. Vu Thi Tuoi, 

    科学技術環境部課長補佐; Mr. Tran Duc Hung、技師; Mr. Chung 

＜面談要旨＞ 

１）団長より、団員紹介, 調査日程の説明｡ 

２）副社長 Mr. Thang より、調査団歓迎の弁に続き、揚水発電調査を出来るだけ速やかに

進めたいので、協力を惜しまない旨の発言あり｡ 

３）団長より、S/W の文章表現は、上位の二国間技術協力協定に基づくものであり、訂正

できない旨を説明した後、S/W（案）の内容協議に移る｡ 

 

 午後の協議においては、午前に引き続き、S/W（案）の項目別協議を行い、以下の点に

関し合意に達した｡ 

① 資料提供等の便宜供与について； 

・公式に承認を受けた計画及び諸数値と最新の公式データを EVN より提供する｡ 

・1/50,000 地形図は EVN より提供する｡ 

・本格調査団の事務所は、PECC1, IE, ソンラ計画管理事務所（新設）のいずれかにな

るものと思われるが、いずれにしろ、EVN の責任でハノイ市内に確保する｡ 

・本格調査団事務所には、デスク, 電話/Fax を EVN が提供する｡電話料金は JICA 負担

とする｡ 

② C/P 研修について 

・日本国内での C/P 研修について、PECC1 から増員の要望があったが、1 名に限定しな

い旨を M/M に記載する事と、複数の研修員で予算をシェアする事は出来ないことを説

明し、了解を得る｡ 

③ 本格調査の内容について 

・シミュレーション期間は、策定済みの幹線系統増強国家計画の目標年次である 2020

年以降とする｡ 

・PECC1 が提案している揚水発電候補サイトの他に、新たな候補サイトを本格調査で提

案する｡ 

・F/S 調査は、本件本格調査に引き続き実施が期待されるが、ヴ国側からの要請発出が

必要である｡ 

 

（７） 平成１４年７月１２日（金）9:00～10:00 

 面談先：（PECC1）科学技術環境部プロジェクトマネジャー; Mdm. Vu Thi Tuoi, 
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  （PC2）   副社長; Mr. Pham Ngoc Le 

    国際協力部次長; Mr. Nguyen Quang Ky, 副社長秘書 

  当 方：調査団 

＜面談要旨＞ 

（１）団長より、団員紹介と調査概要および PC2 訪問の趣旨を説明｡ 

（２） PC2 副社長より、歓迎の辞に続き南部電力事情の説明あり。概要は次の通り｡ 

１） ヴ国南部の配電会社は、PC ホーチミン, PC ドンナイ, PC2 の 3 社がカバーしてい

る。内、PC2 は、19 省をサービスエリアとする｡ 

２） 3 社合わせてピーク時には 2,562MW, オフピーク時には 1,562MW を供給している。

内、PC2 では、管内に保有する 110KV 以下の送配電設備（延長 987km）により、ピー

ク時 1,093MW, オフピーク時 586MW の供給を行っている。因みに、220kV 以上の送配

電は PTC4(Power Transmission Company No.4)が担当している｡ 

３） 需要のピークは、通常毎日 19 時頃に発生し、オフピークは深夜 2時頃である。ピ

ーク発生は 2月～3月の乾季に多い｡ 

４） 電力 3 社の供給能力は、PC HCM が 25Gwh/day, PC Dong Nai が 5GWh/day、そして

PC2 が 20GWh/day である。各社とも設備予備率が不十分で、ピーク需要をカバーでき

ない事も時々ある。計画停電は EVN の指示に従って実施しているが、今年はその頻度

が少ない｡ 

５） 中南部の水力発電施設は EVN が管理責任を負い、送電会社(PTC)を通じて各電力会

社に供給される。PC2 が保有する発電能力は 85MW で、内、水力は 5MW, 残りは全てデ

ィーゼル発電である。85MW の内、58MW は HCM 市向けである。 

（３）足立団員の質問：DSM に関連して、バンコクの例に見る様に、商業需要の伸びに伴

い、昼間帯にピーク需要が移行する事は考えられないか？ 

（回答）その可能性はある。詳細は EVN の M/P に記載があるはず。また、料金体系の整備

により、ピーク時間帯を誘導する方法もある。 

（４） 大嶋団員の質問：将来、配電会社から供給される電力が不足するという不安はな

いか？ 

（回答）電源, 送電ともにその不安はある。特に 8 月～9 月を中心とする雨季に不安があ

る。 

（５）大嶋団員の質問：電力会社の立場として、電源と送電（500kV 南北連係幹線を含ん

で）のいずれが供給不安に対して信頼に足るか？ 

（回答）幹線系統の新設と管理をしっかり維持して貰えれば、電源については問題としな

い。 

（６）最後に団長から、本格調査団の来訪見込みについて説明した上でその際の協力を要

請し、快諾を得た。 
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（８）平成 14 年 7 月 15 日（月）14:15～16:30 

  場 所：エネルギー研究所（IE） 

  面談者：（IE）電力システム開発部長; Mr. Nguyen Anh Tuan, 幸村専門家 

  当 方：（調査団）足立団員, 大嶋団員 

＜面談要旨＞ 

１）電力各社管内別の需要家別電力消費量の最新データ, 第二系統幹線建設計画の概要, 

ソンラダム（上流及び下流計画を含む）建設計画の概要等、技術面での各種質疑を行な

った。確認事項は、帰国報告書に添付する。 

２）現在、国会承認を待っている、改定電力マスタープランの概要について質疑を行なっ

た。詳細は、帰国報告書に添付する。 

３）IE 保有の電源最適化シミュレーションプログラム（WASP-4）に関する稼動状況を確認

した所、システム開発部では、殆どの技術スタッフが操作できるとの事であった。 

 

（１２）平成１４年 7月 15 日(月）14:00～17:15 

 場 所：PECC1 

  面談者：Vu Thi Tuoi (Project Manager, Science, Technology and Environment  

          Dept.) 

   Dr. Nguyen Huy Hoach (Deputy Manager, Science, Technology and  

   Environment Dept.) 

  当 方：中沢団員、永井通訳 

＜面談要旨＞  

１）環境関係の法規 

必要な環境関係の法規については、PECC1 が本格調査団に提供できるとのこと。 

２）水力発電所建設 EIA システム 

 第５章 5.2 水力発電所建設プロジェクトの EIA システム 参照 

 

３） ヤリダム建設プロジェクトの例 

 ①少数民族対応 

 ヴェトナム政府が本格的に環境配慮を開始したのは、ヤリダム建設プロジェクト以降

であるため、同プロジェクトを例に住民移転への対応状況をヒアリングした。 

 ヤリダム建設プロジェクトにおける移転住民の大部分は少数民族で、ジャライ族、バ

ナー族が主な種族である。移転前のかれらの生活形態は、粗放農業、漁業、狩猟が主体

であり、移住者のために建設されたニュービレッジに移転後は定着農業に従事させてい

る。移転に際しては、モデルビレッジを複数ケース作り、各村の代表者数名を試験的に

住まわせ、かれらの好むビレッジ様式を確認したうえ、モデルビレッジ経験者に他の村
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民を説得させたと言う。農業を定着させるため、農具、肥料、農作物の種子などを無料

で準備したほか、農業指導員を派遣し、移転住民の新しい生活様式への適応を支援した。

ヤリの場合、移住者のニュービレッジは既存の集落とは別個に建設し、地元住民との軋

轢を避けるように配慮した。 

 

 ②モニタリングシステム 

 EVN の移転住民に対するモニタリングシステムとしては、EVN 直轄の Project 

Management Committee を現地に置き、ジャライ省およびコントン省にある 2 ヶ所の住

民移転委員会（PPC が管轄）からの報告に基づき、モニタリングレポートを四半期ごと

に作成している。EVN はこれらの報告に基づき、移転住民の苦情等への対策資金を毎年

提供している。2001 年度の住民移転対策費としては、200 万 US＄が計上されたとのこ

と。これまで報告された住民移転に係る問題の具体例は以下の通り。 

・ 新規農作物の技術指導を行ったが、成果が上がらず、金銭補償を求められそれに

応じた。 

・ 地元住民との敷地境界で土地の所有に関する紛争が多発し、調停に当った。 

・ かつての生活習慣から山林を荒らすため、地元住民との対立が生じ、解決に当った。 

 これらの移転住民支援活動は、1996 年から開始され、今後とも 5 年間は継続する予

定である。その理由としては、海外の NGO の声を無視できないからとのことである。 

 

 ③その他の環境配慮 

 ヤリダム建設プロジェクトでは影響域内に Chomuray National Park があり、ここには

貴重な動植物が生息している。EVN はこの貴重な生態系を保全するため、バッファーゾ

ーンを設けると共に、道路の検査所を複数設置し、密猟・不法伐採等の監視を行ってい

る。 

 

（４）環境ベースラインデータ 

 「プロジェクト No.: 21-99 ヴェトナムにおける揚水式発電プロジェクト報告書、

PECC1 作成、1999」において提示された揚水式発電プロジェクト候補地点 13 ヶ所につい

ては、これまで発電関係の技術者による現地踏査が実施され、口頭ベースでの「概ね環

境影響なし」の報告がなされている。環境担当者による環境配慮の観点からの現地踏査

及び文献･資料ベースの調査等は実施されていないとのことである。 

 上記 13 ヶ所の環境ベースラインデータを現在 PECC1 は保有しておらず、データ入手の

ためには当該地域の PPC-DOSTE に行き直接入手する必要があるとのこと。ヴェトナムで

は、環境法の規定により、年 1回の自然･社会環境のベースライン調査が各 PPC に義務付

けられており、すべての省で同一のフォーマットで調査が実施されている。これらのベ
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ースラインデータは MOSTE が総括しているはずとのことであり、明日以降 MOSTE への訪

問時に詳細をヒアリングする予定である。本格調査時における PPC-DOSTE に対するアク

セスは、PECC1 が仲介するとのことである。 

 

（５）その他の情報 

 ① ソンラダム 

  ・ 現在 FS の段階。 

  ・ 当初EVNはダムの高さを260mとして提案したが、政府から215m以下を指示され、

再計算中。このため、最高水位が 215m から 145ｍまで下がる予定。 

  ・ 水位低下によりコスト、住民移転者数ともに 2/3 程度まで減少の見込み。 

  ・ ロシア国 Moscow Hydropower Design Institute が設計コンサルとして起用され

ている。 

  ・ 資金は EVN50%、国家予算 50％で検討中である。 

  ・ 2005 年着工予定であるが、資金面での問題により先に伸びそうである。 

 ② ナハンダム（ダイチダムから改名） 

   ・FS は完了。FS の承認も完了。 

  ・PECC1 が FS を実施。 

  ・資金調達方法を検討中。 

 ③ バリアダム 

   ・ 現在 FS の段階。 

   ・ PECC2 が FS を実施。 

   ・ 資金調達方法を検討中 

 

（１３）平成１４年 7月 16 日(火）14:30～15:30 

  場 所：PECC1 

  面談者：Tran Duc Hung (Deputy Manager, Science, Technology and    

     Environment Dept.) 

Dr. Nguyen Huy Hoach (Deputy Manager, Science, Technology and 

Environment Dept.) 

  当 方：中沢団員、永井通訳 

＜面談要旨＞ 

１）環境関係のローカルコンサルタント 

 ヴェトナム国内には EIA 作成可能な民間ローカルコンサルタントはいない。これまで

国内で実施した EIA は、政府機関の研究所等に委託して実施してきた。平均的な委託費

用は US$2,500/man/month である。このコストは個人ベースではなく委託先の機関に支
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払われる。これまで国内 EIA 作成を委託してきた機関及び個人のリストを表に示す。 

 

２）入手資料 

以下の資料を受領。 

 ・ The Law on Water Resource (1998)：英語版 

 ・ Environmental Guidelines for Selected Industrial and Power Development 

Projects (1993), Asian Development Bank：外資によるプロジェクトに適用される

EIA ガイドライン 

 ・ ヤリダム建設プロジェクト 住民移転モニタリングレポート（2001 年 11 月）：ヤリ

プロジェクト管理委員会から EVN へ四半期毎に報告される住民移転モニタリングレ

ポートの例 

 ・ ヤリダム建設プロジェクト住民移転・補償・環境保全に関する事業報告書：PECC1

から EVN に報告された 2001 年までの総括レポート、内部資料 

 ・ ヤリダム建設プロジェクト 現地視察調査レポート（2002 年 3 月）：EVN 副社長の現

地視察報告、移転住民の福祉向上や農業指導員の待遇改善などが提案されている。

内部資料 

・ ラオカイ省環境現状調査年次報告書（1995-1996）：各省が実施している年 1回の環 
  境調査レポートの例→揚水発電所候補地点の環境把握には内容が不十分。 
 

（１４）平成１４年 7月 16 日(火）16:00～17:00 

 場 所：Vietnam Environment & Sustainable Development Institute(VESDI) 

面談者：Le Thac Can (Professor of Hanoi National University, Director of  

     VESDI) 

Dr. Nguyen Huy Hoach (Deputy Manager, Science, Technology and Environment 

Dept.) 

 当 方：中沢団員、永井通訳 

＜面談要旨＞ 

１）VESDI の概要 

 VSEDI は Vietnam Association for Conservation of Nature and Environment (VACNE)

に所属する NGO の研究機関であり、MOSTE の許可を得た正当な NGO である。Can 氏はそ

の代表を務めている。VSEDI の主要な活動内容は以下の通り。 

・環境教育、環境啓蒙 

・環境保全のための調査研究 

・環境コンサルティング 

・国内外の環境保全活動への参加 
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２）住民移転に関する基準 

 ヴェトナム国の住民移転に関する規定としては、MPI 基本設計建設局が策定した以下

の 3 原則がある。これらの原則はプロジェクトの如何にかかわらず共通のものである。 

・水没等による財産消失への補償 

・移転後の職業の確保 

・移転前以上の収入の確保 

 

３）住民移転に関するヴェトナム政府機関の対応 

 実際の補償においては、地域の事情に応じて補償内容が決定されている。以下は Can

氏のコメントであり、公式なものではないことに留意されたい。 

 補償金額の例 

・タンホアン省、ゲアン省国道 1号線建設プロジェクト：１軒当たり 4億ドン 

・ヤリダム建設プロジェクト：１軒当たり 3億ドン 

・ソンラダム建設プロジェクト：１軒当たり 7～8億ドン（推定） 

 ここでいう 1 軒は戸数単位であり、1 軒当たり平均 5～7 人、2～3 世代が同居してい

る。また、各戸が現金として受け取ることができる補償金額は、ヤリダム建設プロジェ

クトの場合、補償金額の 25％だけであり、残りは道路整備、学校、植林、電気等の整備

のために共益費として徴収されている。しかしながら、ヤリダム建設プロジェクトにお

ける住民移転は、ヴェトナム国内では初めて世界銀行の住民移転ガイドラインを参考と

して実施したものであり、試行錯誤を繰り返したものの、これまで深刻な問題が発生し

ていないことから、成功した事例と考えている。問題点としては、プロジェクト開始前

の時点での住民参加の機会が少なかったこと、NGO に参加の機会が与えられなかったこ

となどがあげられる。移転住民の大部分は教育レベルが低く、移転後も種々の問題に対

応できないため、VESDI をはじめとする NGO が移転住民の教育、苦情への対応方法の指

導等の活動を行っている。非自発的住民移転に対するヴェトナム国の取り組みは、ヴェ

トナム人の意識の向上、国際及び国内 NGO の支援等により全体としてよい方向に向かっ

ていると考えている。 

４）入手資料 

以下の資料を受領。 

Study on Public Participation in Resettlement Plan Related to Yali Hydropower 

Project (2000), Vietnam Environment & Sustainable Development Center with support 

from National Research Programme KHCN07, Oxfam Hong Kong, Oxfam Quebec & Novib 

 

（１５）平成１４年 7月 17 日(水）14:00～15:00 

  場 所：NEA (National Environmental Agency) 
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  面談者：Dr. Pham Khang (Deputy Director, EIA and Environmental Technology      

      Division.) 

  当 方：中沢団員、永井通訳 

＜面談要旨＞ 

１）NEA の保有する環境関連資料 

 NEA は、ヴェトナム国内の環境情報を管理し総括する業務を行っている。データソー

スは以下の通り。 

 ① 省・政令指定都市の年次環境報告書 

 ヴェトナム国内の 61 省 4 政令指定都市（ハノイ、ホーチミン、ダナン、ハイフォン）

が毎年実施する環境報告書をすべて管理している。しかしながら、これらの報告書は

調査結果の要約であり、これらの報告書の基本となった詳細データを NEA は保有して

いない。 

 ② 環境モニタリング 

   都市部を中心として 10 数箇所の地点について環境モニタリングを実施している。モ

ニタリング地点は固定されたものではなく、適宜選定している。モニタリング項目は、

大気、水質（大河川のみ）、土壌汚染、工場排水、酸性雨などであり、測定は携帯式測

器で実施している。 

 ③ 他の省庁が実施する調査報告書 

  MARD 等の他の省庁が実施する調査報告書を管理しているが、すべての調査報告書を

網羅しているわけではない。必要に応じて他の省庁に行って情報を収集する必要があ

る。 

２） 環境情報源 

 環境情報源としては以下のようなものがある。JICA 本格調査団のこれらの情報源への

アクセスは可能であり、情報によって有料の場合と無料の場合とがある。 

自然環境 

・貴重生物、森林：MARD、NEA 自然保護室 

・水質：気象水門局、MARD 水資源管理局、NEA 環境現状管理室 

・自然環境データについては、PPC に行っても JICA 調査団が満足するレベルのデー

タはないであろうとのこと。 

社会環境 

  ・社会・科学・人文委員会（政府事務所に所属） 

  ・PPC 
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2．収集資料リスト 
 
番号 資料名称 形態 発行機関 入手先 
1 Environmental Guidelines for Selected 

Industrial and Power Development Projects, 

Office of the Environment, 1993 

製本 Asian 

Development Bank 

PECC1 

2 Study on Public Participation in 

Resettlement Plan Related to Yali Hydropower 

Project, 2000 July 

コピー Vietnam 

Environment & 

Sustainable 

Development 

Center 

VESDC

3  ヤリダム建設プロジェクト 住民移転

モニタリングレポート（2001年 11月）
コピー ヤリプロジェク

ト管理委員会 

PECC1 

4  ヤリダム建設プロジェクト住民移転・

補償・環境保全に関する事業報告書、日

付不明 

コピー PECC1  PECC1 

5  ヤリダム建設プロジェクト 現地視察

調査レポート（2002年 3月） 
コピー EVN  PECC1 

6 ラオカイ省環境現状調査年次報告書

（1995-1996） 
製本 ラオカイ省 PECC1 

7  Power Company No.2 Activity 
Reports 1995-1998 

パンフ

レット 

PC2 PC2 
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